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1. 概要 

本資料は，核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の耐震計算の手法及び条件の整理につ

いて説明するものである。 

 

2. 耐震評価条件整理 

核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設に対して，設計基準対象施設の耐震クラス，重大

事故等対処設備の設備分類を整理した。既設の設計基準対象施設については，耐震評価

における手法及び条件について，既に認可を受けた実績との差異の有無を整理した。ま

た，重大事故等対処設備のうち，設計基準対象施設であるものについては，重大事故等

対処設備の評価条件と設計基準対象施設の評価条件との差異の有無を整理した。結果を

表1に示す。 

核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の耐震計算は表1に示す計算書に記載することと

する。 
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表 1 耐震評価条件整理一覧表（1/3） 

 

 

 

評価対象設備 

 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

核
燃
料
物
質
の
取
扱
施
設
及
び
貯
蔵
施
設 

使
用
済
燃
料
貯
蔵
設
備 

使用済燃料貯蔵プール（設計

基準対象施設としてのみ

1,2,5,6 号機共用） 

Ｓ 有 Ⅵ-2-4-2-1 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 Ⅵ-2-4-2-1 

キャスクピット（設計基準対

象施設としてのみ 1,2,5,6

号機共用） 

Ｓ 有 Ⅵ-2-4-2-1 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 Ⅵ-2-4-2-1 

使用済燃料貯蔵ラック（設計

基準対象施設としてのみ

1,2,5,6 号機共用） 

Ｓ 有 Ⅵ-2-4-2-2 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 Ⅵ-2-4-2-2 

制御棒・破損燃料貯蔵ラック Ｓ 無 Ⅵ-2-4-1 ― ― ― 

使用済燃料貯蔵プール水

位・温度（SA） 
― ―＊2 ― 

常設／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-4-2-3 

使用済燃料貯蔵プール水

位・温度（SA広域） 
― ―＊2 ― 

常設／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-4-2-4 
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表 1 耐震評価条件整理一覧表（2/3） 

 

 

 

評価対象設備 

 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

核
燃
料
物
質
の
取
扱
施
設
及
び
貯
蔵
施
設 

使
用
済
燃
料
貯
蔵
槽
冷
却
浄
化
設
備 

燃料プール冷却浄化系熱交

換器（設計基準対象施設とし

てのみ 1,2,5,6 号機共用） 

― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-4-3-1-1 

燃料プール冷却浄化系ポン

プ（設計基準対象施設として

のみ 1,2,5,6 号機共用） 

― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-4-3-1-2 

主配管 Ｓ 有 Ⅵ-2-4-3-1-3 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 

Ⅵ-2-4-3-1-3 

Ⅵ-2-4-3-2-1 

使用済燃料貯蔵プール（使用

済燃料貯蔵設備に記載） 
― ―＊2 ― 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-4-2-1 

キャスクピット（使用済燃料

貯蔵設備に記載） 
― ―＊2 ― 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-4-2-1 
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表 1 耐震評価条件整理一覧表（3/3） 

  注記＊1 ：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備，「常設／防止」は常設重大事故防止設

備を示す。 

    ＊2 ：本設計及び工事の計画で新規に申請する設備であることから，差異比較の対象外。 

 

 

 

評価対象設備 

 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

核
燃
料
物
質
の
取
扱
施
設
及
び
貯
蔵
施
設 

そ
の
他 

使用済燃料貯蔵プール監視

カメラ 
― ―＊2 ― 

常設／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-4-2-5 

使用済燃料貯蔵プール監視

カメラ用空冷装置 
― ―＊2 ― 

常設／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-4-2-6 
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3. 技術基準規則第 5条の要求事項の変更に伴う評価対象設備の耐震計算 

 

 3.1 耐震計算の概要 

本章は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，

核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設のうち，技術基準規則第 5条の要求事項の変更に伴う評価

対象設備である制御棒・破損燃料貯蔵ラックが設計用地震力に対して十分な構造強度を有して

いることを説明するものである。制御棒・破損燃料貯蔵ラックの計算結果を次ページ以降に示

す。 
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(1) 制御棒・破損燃料貯蔵ラックの耐震性

についての計算書
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1. 概要

本計算書は，Ⅳ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，

制御棒・破損燃料貯蔵ラック（以下「ラック」という。）が設計用地震力に対して十分な構造強度

を有していることを説明するものである。

ラックは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に分類される。以下，設計基準対象施設

としての構造強度評価を示す。

2. 一般事項

2.1 構造計画

ラックの構造計画を表 2－1に示す。
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表 2－1 構造計画

計画の概要
概略構造図

基礎・支持構造 主体構造

制御棒・破損燃料貯蔵

ラックは，基礎ボルトで

使用済燃料貯蔵プールの

底部に固定及び側壁から

支持される。

サポート部については，

ラックのデバイダをサ

ポート上のブラケットで

挟み込んで固定する構造

となっている。

破損燃料コンテナは，最

大 10体をラック内に挿

入できるが，コンテナ上

部についてはラック外と

なる構造である。

ステンレス鋼製たて置

ラック

位:mm）
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2.2 評価方針

ラックの応力評価は，Ⅳ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ

並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示すラックの部位を踏まえ「3. 評価部位」

にて設定する箇所において，「4. 固有周期」にて算出した固有周期に基づく設計用地震力に

よる応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認するこ

とで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。

ラックの耐震評価フローを図 2－1に示す。

図 2－1 ラックの耐震評価フロー

計算モデルの設定

地震時における応力

設計用地震力

理論式による固有周期

ラックの構造強度評価



4

K
6
①

Ⅳ
-
2-
4
-
1(
1
)

R
0

2.3 適用規格・基準等

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（(社)日本機械学会，2005/2007）（以下「設計・

建設規格」という。）
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2.4 記号の説明

記号 記号の説明 単位

Ａ ラックの断面積 mm2

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm2

Ａｐ サポートの断面積 mm2

Ａｐｘ，Ａｐｚ サポートのせん断断面積 mm2

Ａｓｉ＊2 ラックのせん断断面積 mm2

ＣＨ 水平方向設計震度 ―

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ―

ｄ 基礎ボルトの呼び径 mm

Ｅ 縦弾性係数 MPa

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 MPa

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3 又は SSB-3133 に定める値 MPa

Ｆａ ラックに働く軸力 N

Ｆｉ＊2 ラックに働くせん断力 N

ＦｙＢ ベース底部に働くせん断力 N

ＦｙＧ ラック重心位置に働くせん断力 N

Ｆｙｉ＊2 サポート部に働く軸力 N

Ｆｘｉ，Ｆｚｉ＊2 サポート部に働くせん断力 N

ｆ１ｉ,ｆ２ｉ＊2 底部基礎ボルトに働く引張力（1本当たり） N

ƒｓ 部材の許容せん断応力 MPa

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa

ƒｔ 部材の許容引張応力 MPa

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa

Ｇ せん断弾性係数 MPa

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2

ｈ１ 破損燃料貯蔵時のラック重心高さ（応力評価時に使用） mm

ｈ２ 破損燃料貯蔵時のラック重心からサポートまでの高さ

（応力評価時に使用）

mm

ｈ３ サポート高さ mm

ｈｘ１ 破損燃料貯蔵時のラック重心高さ

（Ｘ方向の固有周期計算時に使用）

mm

ｈｙ１ 破損燃料貯蔵時のラック重心高さ

（Ｙ方向の固有周期計算時に使用）

mm

ｈｙ２ 破損燃料貯蔵時のラック重心からサポートまでの高さ

（Ｙ方向の固有周期計算時に使用）

mm

ｈｚ１ 破損燃料貯蔵時のラック重心高さ

（Ｚ方向の固有周期計算時に使用）

mm

Ｉｘ ラックの断面二次モーメント（Ｘ軸回り） mm4

Ｉｙ ラックの断面二次モーメント（Ｙ軸回り） mm4

＊
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記号 記号の説明 単位

Ｋｉ＊2 ラックのばね定数 N/mm

Ｋｚ ラックのばね定数（Ｚ方向の固有周期計算時に使用） N/mm

サポート取付部からサポート重心までの水平距離 mm

ｇｉ＊2 ベース端からラック重心までの距離 mm

１， ２，

３， ４

サポート部基礎ボルトの中心からプレート先端までの距離 mm

１ｉ， ２ｉ＊2
ベース端から底部基礎ボルトまでの距離 mm

ｓ サポート中心からラックによるサポート反力発生点までの距離 mm

Ｍｉ＊2
ラックの転倒モーメント N･mm

ＭｘＢ ベース底部の転倒モーメント N･mm

ＭｘＧ ラック重心位置の転倒モーメント N･mm

Ｍｘｉ，Ｍｚｉ＊2
サポート部に働くモーメント N･mm

ｍ 破損燃料貯蔵時のラックの全質量（応力評価時に使用） kg

ｍa 破損燃料貯蔵時のラックの全質量（固有周期計算時に使用） kg

ｍｃ 破損燃料コンテナの質量 kg

ｍＦ 破損燃料の質量 kg

ｍＲ ラックの質量 kg

ｍｓ サポートの全質量 kg

ｍｖｉ＊2
ラックの付加質量＊1 kg

ｍｖｚ ラックの付加質量＊1（Ｚ方向） kg

ｍｗ ラックに含まれる水の質量 kg

Ｎｐｍ Ｍｘｉ，Ｍｚｉにより生じる基礎ボルト 1本当たりの最大引張力 N

ｎ 底部及びサポート部基礎ボルトの全本数 ―

ｎ１ｉ，ｎ２ｉ＊2
各部の底部基礎ボルトの本数 ―

Ｒ ラックによるサポート反力 N

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 MPa

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 MPa

Ｓｙ（ＲＴ） 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の

40℃における値

MPa

Ｔｉ＊2 固有周期 s

Ｔｚ 固有周期（Ｚ方向） s

Ｚｘ ラックの断面係数（Ｘ軸回り） mm3

Ｚｙ ラックの断面係数（Ｙ軸回り） mm3

Ｚｐｘ，Ｚｐｚ サポートの断面係数 mm3

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力 MPa

σｆａ 部材に生じる組合せ応力 MPa

σｆｔ 部材に生じる引張応力 MPa

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa

τｆ 部材に生じるせん断応力 MPa
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注記＊1：付加質量とは，機器が流体中で加速度を受けた場合に質量が増加したような効果を

模擬した，機器の形状により定まる仮想質量をいう。

＊2：Ａｓｉ，Ｆｉ，Ｆｙｉ，Ｆｘｉ，Ｆｚｉ，ｆ１ｉ，ｆ２ｉ，Ｋｉ， ｇｉ， １ｉ， ２ｉ，

Ｍｉ，Ｍｘｉ，Ｍｚｉ，ｍｖｉ，ｎ１ｉ，ｎ２ｉ及びＴｉの添字ｉの意味は，以下のとお

りとする。

ｉ＝ｘ：Ｘ方向（長辺方向）

ｉ＝ｙ：Ｙ方向（短辺方向）
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2.5 計算精度と数値の丸め方

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりとする。

表 2－2 表示する数値の丸め方

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位

周囲環境温度 ℃ ― ― 整数位

質量 kg ― ― 整数位

長さ mm ― ― 整数位＊1

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。

＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位ま

での値とする。
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3. 評価部位

ラックの耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しくなる

ラック，サポート部材及び基礎ボルトについて実施する。ラックの耐震評価部位については，

図 3－1の構造概要図に示す。ただし，破損燃料コンテナはラックに挿入されているだけである

ため，ラックの耐震評価の計算に見込むが評価部位とはしない。

なお，サポート部材の評価は，ラック支持点の反力を 1/2 ずつラック両側のサポート部材で受

けるものとして評価しており，形状が異なる２種類あるサポート部材について，それぞれ評価を

行い，算出応力の大きい方の結果を記載している。
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図 3－1 構造概要図（単位：mm）
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4. 固有周期

4.1 固有周期の計算方法

(1) ラックの質量は，破損燃料と破損燃料コンテナ 10体の質量，ラック自身の質量，ラック

に含まれる水の質量及び付加質量を考慮した値とする。

(2) ラックは，ベース底部で基礎ボルトを介し床に完全固定とする。

(3) 変形モードは，曲げたわみとせん断たわみの合成とする。

(4) ラックは，Ｙ方向の振動に対してサポートにより支持されるものとする。

(5) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

(6) 本ラックは，各部材をすべて溶接にて接合されており，一体の構造物とみなして，上述

より図 4－1に示すようなラックの重心位置での１質点系の計算モデルと考える。

(7) 図 4－1 に示す１質点系の計算モデルの固有周期は，（4.1.1）及び（4.1.2）式より求め

る。

································ （4.1.1）

（ｉ＝ｘ：Ｘ方向（長辺方向），ｙ：Ｙ方向（短辺方向））

································ （4.1.2）

ただし，ラックのばね定数は，（4.1.3），（4.1.4）及び（4.1.5）式より求める。

······························ （4.1.3）

······························ （4.1.4）

············································· （4.1.5）

Ｘ方向（長辺方向） Ｙ方向（短辺方向） Ｚ方向（鉛直方向）

図 4－1 計算モデル

1000・Ｋｚ

hｘ１ hｙ１

hｙ２

h３

hｚ１

ｍａ＋ｍｖｉ

1000・Ｋｉ
Ｔｉ＝ 2・π・

ｍａ＋ｍｖｚ
Ｔｚ＝ 2・π・

1

＋
ｈｘ１

３

3・Ｅ・Iｙ

ｈｘ１

Ａｓｘ・Ｇ

Ｋｘ＝

Ａ・Ｅ

ｈｚ１
Ｋｚ＝

1

ｈｙ２
２・ｈｙ１

３・(4・ｈｙ２＋3・ｈｙ１)

12・Ｅ・Iｘ・ｈ３
３

ｈｙ２・ｈｙ１

Ａｓｙ・Ｇ・ｈ３
＋

Ｋｙ＝
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4.2 固有周期の計算条件

固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【制御棒・破損燃料貯蔵ラックの耐震性

についての計算結果】の機器要目に示す。

4.3 固有周期の計算結果

固有周期の計算結果を表 4－1に示す。計算の結果，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛であ

ることを確認した。

表 4－1 固有周期 （単位：s）

固有周期

Ｘ方向（長辺方向）

Ｙ方向（短辺方向）

Ｚ方向（鉛直方向）



13

K
6
①

Ⅳ
-
2-
4
-
1(
1
)

R
0

5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法

4.1 項(5)のほか，次の条件で計算する。

(1) ラックは，原子炉建屋の使用済燃料貯蔵プールの底部（T.M.S.L.19.88m）に基礎ボルトで

固定し，更に壁からのサポートで支持されるものとする。

(2) ラックの質量は，破損燃料と破損燃料コンテナ 10体の質量，ラック自身の質量及びラッ

クに含まれる水の質量とする。

(3) 地震力は，ラックに対して水平方向から作用するものとする。ここで水平方向地震力は，

ラックの長辺方向に作用する場合と短辺方向に作用する場合を考慮する。

また，鉛直方向地震力は，水平方向地震力と同時に不利な方向に作用するものとする。

5.2 荷重の組合せ及び許容応力

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態

ラックの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを

表 5－1に示す。

5.2.2 許容応力

ラックの許容応力は，Ⅳ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 5－2のとおりとす

る。

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件

ラックの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを

表 5－3に示す。



K6 ① Ⅳ-2-4-1(1) R0

1
4

表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設）

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態

核燃料物質の取扱施設

及び貯蔵施設

使用済燃料

貯蔵設備

制御棒・破損燃料

貯蔵ラック
Ｓ ―＊

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。

表 5－2 許容応力（その他の支持構造物）

許容応力状態

許容限界＊1，＊2（ボルト等以外） 許容限界＊1，＊2（ボルト等）

一次応力 一次応力

引張り せん断 引張り せん断

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。

表 5－3 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設）

評価部材 材料
温度条件

(℃)

Ｓｙ

(MPa)

Ｓｕ

(MPa)

Ｓｙ（ＲＴ）

(MPa)

ラック SUS304TKA 周囲環境温度 66 188 479 205

サポート SUS304 周囲環境温度 66 188 479 205

基礎ボルト SUS630 周囲環境温度 66 696 867 725

* ** *
*
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5.3 設計用地震力

評価に用いる設計用地震力を表 5－4に示す。

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，

Ⅳ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。

表 5－4 設計用地震力（設計基準対象施設）

据付場所

及び

床面高さ

(m)

固有周期(s)
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

水平方向 鉛直方向
水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

原子炉建屋

T.M.S.L.19.88

（T.M.S.L.23.5＊）

ＣＨ＝0.78 ＣＶ＝0.72 ＣＨ＝1.53 ＣＶ＝1.41

注記＊：基準床レベルを示す。
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5.4 計算方法

5.4.1 ラック部材の応力

部材の荷重状態を図 5－1に示す。

Ｘ方向（長辺方向） Ｙ方向（短辺方向）

図 5－1 荷重状態

ラックの全質量は，（5.4.1）式より破損燃料と破損燃料コンテナ 10体の質量，ラック

自身の質量及びラックに含まれる水の質量の合計から求める。

ｍ＝ｍｃ＋ｍＦ＋ｍＲ＋ｍｗ ··································· (5.4.1)

(1) せん断応力

せん断力Ｆｉにより，部材に生じるせん断応力τｆは，（5.4.2）式より求める。

··············································· (5.4.2)

（ｉ＝ｘ：Ｘ方向（長辺方向），ｙ：Ｙ方向（短辺方向））

ここで，ラックに働くせん断力Ｆｉは，(5.4.3)，(5.4.4)，(5.4.5）及び（5.4.6）式

より求める。

·········································· (5.4.3)

··································· (5.4.4)

··································· (5.4.5)

··············· (5.4.6)

また，サポート反力Ｒは，ＦｙＧに等しい。

ＦｙＢ＝ ・(2・ｈ２
２＋6・ｈ１・ｈ２＋3・ｈ１

２)
2・ｈ３

２

ＣＨ・ｍ・g・ｈ２

Ｆｉ

Ａｓｉ

Ｆｘ＝ＣＨ・ｍ・g

ＦｙＧ＝ ・(3・ｈ2＋2・ｈ1)
ＣＨ・ｍ・g・ｈ１

２

2・ｈ３
２

Ｆｙ＝Max(ＦｙＢ ，ＦｙＧ )

τｆ＝

ｈ１ ｈ１

ｈ２

ｈ３

Ｍｙ ＭｘＢ

Ｆａ Ｆａ

ＦｙＧ

ＭｘＧ
Ｒ

ＦｙＢＦｘ

ｍ

ｍ
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(2) 引張応力

軸力Ｆａ及び転倒モーメントＭｉにより部材に生じる引張応力σｆｔは, (5.4.7）及び

（5.4.8）式より求める。

········································· (5.4.7)

········································· (5.4.8)

ここで，ラックに働く軸力Ｆａ及びラックの転倒モーメントＭｉは，（5.4.9），

（5.4.10），（5.4.11），（5.4.12）及び（5.4.13）式より求める。

····································· (5.4.9)

···································· (5.4.10)

··············· (5.4.11)

··········· (5.4.12)

··········································· (5.4.13)

(3) 組合せ応力

部材に生じる組合せ応力σｆａは，（5.4.14）式より求める。

································ (5.4.14)σｆａ＝ σｆｔ２＋3・τｆ２

Ｍｙ

ＺｙＡ

Ｆａ＝(1＋ＣＶ)・ｍ・g

Ｍｘ＝Max(ＭｘＢ，ＭｘＧ)

ＭｘＢ＝ ・(2・ｈ２＋ｈ１)
ＣＨ・ｍ・g・ｈ１・ｈ２

2・ｈ３
２

ＭｘＧ＝ ・(3・ｈ２＋2・ｈ１)
ＣＨ・ｍ・g・ｈ２・ｈ１

２

2・ｈ３
２

Ｍｙ＝Ｆｘ・ｈ１

Ｆａ
σｆｔ＝ ＋

Ｍｘ

ＺｘＡ
Ｆａ

σｆｔ＝ ＋
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5.4.2 底部基礎ボルトの応力

基礎ボルトの荷重状態を図 5－2に示す。

Ｘ方向（長辺方向） Ｙ方向（短辺方向）

図 5－2 荷重状態

(1) せん断応力

ベース底部に働くせん断力Ｆｘ又はＦｙＢにより，基礎ボルトに生じるせん断応力τｂ

は，(5.4.15）及び（5.4.16）式より求める。

··········································· (5.4.15)

··········································· (5.4.16)

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは（5.4.17）式より求める。

··········································· (5.4.17)

τｂ＝
Ｆｘ

ｎ・Ａｂ

Ａｂ＝
π

4

τｂ＝
ＦｙＢ

ｎ・Ａｂ

・ｄ２

Ｍｙ

Ｆｘ ＦｙＢ

ＭｘＢ

ｍ・gｈ１

ｈ２

ｈ３

ｈ１

ｆ１ｘ

ｆ２ｘ

ｆ１ｙ

ｆ２ｙ

支点
支点

１ｘ

２ｘ ２ｙ

１ｙ

ｇｙｇｘ

ｍ・g
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(2) 引張応力

図 5－2荷重状態において支点まわりのモーメントの平衡により基礎ボルト 1本当たり

の引張力ｆ１ｉ，ｆ２ｉを求める。

ｆ１ｉ＞ｆ２ｉの関係にあるのでｆ１ｉのみを以下により求める。

ここで，弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度の評価のうち，静的震度を組合せる場合

は，（5.4.18）及び（5.4.19）式を，それ以外は（5.4.20）及び（5.4.21）式より求める。

······························· (5.4.18)

······························· (5.4.19)

······························· (5.4.20)

······························· (5.4.21)

したがって，引張力ｆ１ｉにより基礎ボルトに生じる引張応力σｂは，(5.4.22）式より求

める。

··············································· (5.4.22)

（ｉ＝ｘ：Ｘ方向（長辺方向），ｙ：Ｙ方向（短辺方向））

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは，（5.4.17）式による。

ただし，ｆ１ｉの値が負となった場合は，引張力が生じないので以後の引張応力の計算は

省略する。

ｎ１ｙ・ １ｙ２＋ｎ２ｙ・ ２ｙ２

Ａｂ

ｆ１ｘ＝
１ｘ・｛ Ｍｙ２＋(ＣＶ・ｍ・g・ ｇｘ)２－ｍ・g・ ｇｘ｝

ｎ１ｘ・ １ｘ２＋ｎ２ｘ・ ２ｘ２

ｆ１ｉ
σｂ＝

ｆ１ｙ＝
１ｙ・｛ ＭｘＢ

２＋(ＣＶ・ｍ・g・ ｇｙ)２－ｍ・g・ ｇｙ｝

ｆ１ｘ＝
１ｘ・｛Ｍｙ－(1－ＣＶ)・ｍ・g・ ｇｘ｝

ｎ１ｘ・ １ｘ２＋ｎ２ｘ・ ２ｘ２

ｎ１ｙ・ １ｙ２＋ｎ２ｙ・ ２ｙ２
ｆ１ｙ＝

１ｙ・｛ＭｘＢ－(1－ＣＶ)・ｍ・g・ ｇｙ｝

（絶対値和法）

（絶対値和法）

（ＳＲＳＳ法）

（ＳＲＳＳ法）
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5.4.3 サポート部材の応力

サポート部材にかかる荷重状態を図 5－3に示す。

図 5－3 荷重状態

(1) せん断応力

せん断力Ｆｘｉ，Ｆｚｉにより部材に生じるせん断応力τｆは，（5.4.23）式より求め

る。

······························· (5.4.23)

（ｉ＝ｘ：Ｘ方向（長辺方向），ｙ：Ｙ方向（短辺方向））

ここで，サポート部に働くせん断力は，（5.4.24），（5.4.25）及び（5.4.26）式より求

める。

······································· (5.4.24)

················································· (5.4.25)

·································· (5.4.26)

（ｉ＝ｘ：Ｘ方向（長辺方向），ｙ：Ｙ方向（短辺方向））

Ｆｘｘ＝ＣＨ・ｍｓ・g

Ｆｘｙ＝0

Ｆｚｉ＝(1＋ＣＶ)・ｍｓ・g

τｆ＝
Ｆｘｉ ２

Ａｐｘ

Ｆｚｉ ２

Ａｐｚ
＋

Ｆｘｉ

Ｍｚｉ

Ｆｚｉ

（Ｙ方向のみ考慮）
Ｒ
2

ｓ

Ｍｘｉ

短辺方向
Ｙ

Ｚ

鉛

直

方

向

ｍｓ・g

Ｆｙｉ

Ｘ

短辺方向

長

辺

方

向

Ｙ



21

K
6
①

Ⅳ
-
2-
4
-
1(
1
)

R
0

(2) 引張応力

軸力Ｆｙｉ及び曲げモーメントＭｘｉ，Ｍｚｉにより部材に生じる引張応力σｆｔは，

（5.4.27）式より求める。

······························· (5.4.27)

（ｉ＝ｘ：Ｘ方向（長辺方向），ｙ：Ｙ方向（短辺方向））

ここで，サポート部に働く軸力及びモーメントは，（5.4.28），（5.4.29），（5.4.30），

（5.4.31），（5.4.32），（5.4.33）及び（5.4.34）式より求める。

なお，弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度の評価のうち，静的震度を組合せる場合は，

（5.4.31）式を，それ以外は（5.4.32）式より求める。

················································· (5.4.28)

··································· (5.4.29)

································ (5.4.30)

······································· (5.4.31)

········································ (5.4.32)

···································· (5.4.33)

················································ (5.4.34)

(3) 組合せ応力

組合せ応力σｆａは,（5.4.35）式より求める。

·································· (5.4.35)

Ｍｘｙ＝(1＋ＣＶ)・ｍｓ・g・ ＋ ・ ｓ

Ｆｙｙ＝ ＋ＣＨ・ｍｓ・g

σｆａ＝ σｆｔ２＋3・τｆ２

Ｍｚｉ

Ｚｐｚ

Ｍｘｉ

Ｚｐｘ
σｆｔ＝ ＋ ＋

Ａｐ

Ｍｘｘ＝(1＋ＣＶ)・ｍｓ・g・

Ｍｚｘ＝ＣＨ・ｍｓ・g・

Ｆｙｘ＝0

Ｍｚｙ＝0

Ｆｙｉ

Ｍｘｙ＝ ( ・ ｓ)2＋(ＣＶ・ｍｓ・g・ )2＋ｍｓ・g・

2
Ｒ

2
Ｒ

（絶対値和法）

（ＳＲＳＳ法）

Ｒ
2
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5.4.4 サポート部基礎ボルトの応力

基礎ボルトに作用する引張力Ｆｙｉ，せん断力Ｆｘｉ，Ｆｚｉ及び曲げモーメント

Ｍｘｉ，Ｍｚｉの荷重状態を図 5－4に示す。

図 5－4 荷重状態

(1) せん断応力

せん断力Ｆｘｉ，Ｆｚｉにより基礎ボルトに生じるせん断応力τｂは，（5.4.36）式より

求める｡

··································· (5.4.36)

（ｉ＝ｘ：Ｘ方向（長辺方向），ｙ：Ｙ方向（短辺方向））

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは，（5.4.17）式による。

(2) 引張応力

曲げモーメントＭｘｉ，Ｍｚｉにより生じる基礎ボルト 1本当たりの最大引張力Ｎｐｍ及

び軸力Ｆｙｉにより生じる基礎ボルトの引張応力σｂは，（5.4.37）式より求める。

··································· (5.4.37)

（ｉ＝ｘ：Ｘ方向（長辺方向），ｙ：Ｙ方向（短辺方向））

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは，（5.4.17）式による。

Ｆｙｉ

ｎ・ＡｂＡｂ

Ｍｚｉ

Ｍｘｉ

Ｆｘｉ

Ｆｚｉ

Ｆｙｉ
3

4

1

2

Ｎｐｍ
σｂ＝ ＋

τｂ＝
Ｆｘｉ２＋Ｆｚｉ２

ｎ・Ａｂ



23

K
6
①

Ⅳ
-
2-
4
-
1(
1
)

R
0

また，基礎ボルト 1本当たりの最大引張力は（5.4.38）式より求める。

··································· (5.4.38)

（ｉ＝ｘ：Ｘ方向（長辺方向），ｙ：Ｙ方向（短辺方向））

Ｎｐｍ＝ ＋
１・Ｍｚｉ

2・( １
２＋ ２

２)

３・Ｍｘｉ

2・( ３
２＋ ４

２)
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5.5 計算条件

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【制御棒・破損燃料貯蔵ラックの耐震性について

の計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。

5.6 応力の評価

5.6.1 部材の応力評価

5.4.1 項及び 5.4.3 項で求めた各部材の引張応力σｆｔ及び組合せ応力σｆａが，許容引

張応力 ƒｔ以下であること。

また，5.4.1 項及び 5.4.3 項で求めた各部材のせん断応力τｆが，許容せん断応力 ƒｓ

以下であること。ただし，ƒｔ及び ƒｓは下表による。

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度による荷重

との組合せの場合

基準地震動Ｓｓによる

荷重との組合せの場合

許容引張応力

ƒｔ
1.5・

1.5

Ｆ
1.5・

1.5

Ｆ

許容せん断応力

ƒｓ

1.5・
3･1.5

Ｆ
1.5・

3･1.5

Ｆ

5.6.2 基礎ボルトの応力評価

5.4.2 項及び 5.4.4 項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張

応力 ƒｔｓ以下であること。ただし，ƒｔｏは下表による。

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ] ································ （5.6.1）

また，5.4.2 項及び 5.4.4 項で求めた基礎ボルトのせん断応力τｂが，せん断力のみ

を受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ以下であること。ただし，ƒｓｂは下表による。

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度による荷重

との組合せの場合

基準地震動Ｓｓによる

荷重との組合せの場合

許容引張応力

ƒｔｏ
1.5

2
･

Ｆ
1.5

2
･

Ｆ

許容せん断応力

ƒｓｂ

1.5・
3･1.5

Ｆ
1.5・

3･1.5

Ｆ

＊
＊

＊
＊
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6. 評価結果

6.1 設計基準対象施設としての評価結果

ラックの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足し

ており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【制御棒・破損燃料貯蔵ラックの耐震性についての計算結果】

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称
耐震重要度

分類

据付場所

及び

床面高さ

（m）

固有周期

(s)

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

最高使用

温度

(℃)

周囲環境

温度

(℃)
水平方向 鉛直方向

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

制御棒・破損燃料

貯蔵ラック
Ｓ

原子炉建屋

T.M.S.L.19.88

（T.M.S.L.23.5
＊
）

ＣＨ＝0.78 ＣＶ＝0.72 ＣＨ＝1.53 ＣＶ＝1.41 ― 66

注記＊：基準床レベルを示す。

1.2 機器要目

1.2.1 固有周期の計算に用いる要目

ｍ

(kg)

ｍｃ

(kg)

ｍＦ

(kg)

ｍＲ

(kg)

ｍｗ

(kg)

ｍｖｘ

(kg)

ｍｖｙ

(kg)

ｍｖｚ

(kg)

Ａ

(mm2)

Ａｓｘ

(mm2)

Ａｓｙ

(mm2)

Iｘ

(mm4)

Iｙ

(mm4)

3.653×104 1.827×104 1.827×104 8.647×108 7.047×109

Ｅ＊

(MPa)

Ｇ＊

(MPa)

ｈｘ１

(mm)

ｈｙ１

(mm)

ｈｚ１

(mm)

ｈｙ２

(mm)

ｈ３

(mm)

192000 73800 2070 1850 2120 1175 3025

注記＊：周囲環境温度（66℃）で算出
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1.2.2 部材の応力評価に用いる要目

ｍ
(kg)

ｍｃ

(kg)
ｍＦ

(kg)
ｍＲ

(kg)
ｍｗ

(kg)
ｍｓ

(kg)
Ａ

(mm2)
Ａｓｘ

(mm2)
Ａｓｙ

(mm2)
Ａｐ

(mm2)
Ａｐｘ

(mm2)
Ａｐｚ

(mm2)

3.653×104 1.827×104 1.827×104 1.120×104 5.756×103 3.246×103

Ｚｘ

(mm3)
Ｚｙ

(mm3)
Ｚｐｘ

(mm3)
Ｚｐｚ

(mm3)
ｈ１

(mm)
ｈ２

(mm)
ｈ３

(mm)
ｓ

(mm) (mm)

3.149×106 8.632×106 6.589×105 1.973×105 2060 965 3025 153 370

注記＊1：周囲環境温度（66℃）で算出

材料
Ｓｙ＊1

(MPa)
Ｓｕ＊1

(MPa)
Ｓｙ（ＲＴ）

(MPa)
Ｆ

(MPa)
Ｆ

(MPa)

ラック SUS304TKA

188 479 205 205 205

サポート SUS304

＊

ｍ・g

ｍｓ・g

ｓ
ｈ２

ｈ１

ｈ３ ｍ・g

Ｘ方向（長辺方向） Ｙ方向（短辺方向）
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1.2.3 基礎ボルトの応力評価に用いる要目

ｍ
(kg)

ｍｓ

(kg)

ｄ(mm) Ａｂ(mm2) １ｘ

(mm)
２ｘ

(mm)
１ｙ

(mm)
２ｙ

(mm)底部基礎ボルト サポート部基礎ボルト 底部基礎ボルト サポート部基礎ボルト

36
(M36)

24
(M24)

1018 452.4 1639.5 82.5 512.5 92.5

(mm)
ｓ

(mm)
１

(mm)
２

(mm)
３

(mm)
４

(mm)
ｇｘ

(mm)
ｇｙ

(mm)
ｎ ｎ１ｘ ｎ２ｘ ｎ１ｙ ｎ２ｙ

370 153 160 30 330 30 861 302.5 4 2 2 2 2

基礎ボルト材料
Ｓｙ＊1

(MPa)
Ｓｕ＊1

(MPa)
Ｓｙ（ＲＴ）

(MPa)
Ｆ

(MPa)
Ｆ

(MPa)

SUS630 696 867 725 607 607

注記＊1：周囲環境温度（66℃）で算出

＊

Ｍｙ

Ｆｘ ＦｙＢ

Ｍｘ

ｍ・gｈ１

ｈ２

ｈ３

ｈ１

ｆ１ｘ

ｆ２ｘ

ｆ１ｙ

ｆ２ｙ

支点
支点

１ｘ
２ｘ ２ｙ

１ｙ

ｇｙｇｘ

ｍ・g

ｍｓ・g

ｓ

Ｘ方向（長辺方向） Ｙ方向（短辺方向）

Ｍｚｉ

Ｍｘｉ

Ｆｘｉ

Ｆｚ

Ｆｙ
3

4

1

2
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1.3 計算数値

1.3.1 部材に生じる応力 (単位：MPa)

部材 応力の種類

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｙ方向

ラック

引張りσｆｔ 17 13 31 23

せん断τｆ 3 2 6 4

組合せσｆａ 18 14 33 24

サポート

引張りσｆｔ 3 11 5 20

せん断τｆ 1 1 1 1

組合せσｆａ 4 12 6 20

1.3.2 基礎ボルトに生じる応力 (単位：MPa)

基礎

ボルト
応力の種類

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｙ方向

底部
引張りσｂ 30 17 54 33

せん断τｂ 14 7 27 13

サポート部
引張りσｂ 5 35 8 65

せん断τｂ 2 1 2 2
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1.4 結論

1.4.1 部材に生じる応力 (単位：MPa)

部材 材料
応力の

種類

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

ラック SUS304TKA

引張り σｆｔ＝17 ƒｔ＝205 σｆｔ＝31 ƒｔ＝205

せん断 τｆ ＝ 3 ƒｓ＝118 τｆ ＝ 6 ƒｓ＝118

組合せ σｆａ＝18 ƒｔ＝205 σｆａ＝33 ƒｔ＝205

サポート SUS304

引張り σｆｔ＝11 ƒｔ＝205 σｆｔ＝20 ƒｔ＝205

せん断 τｆ ＝ 1 ƒｓ＝118 τｆ ＝ 1 ƒｓ＝118

組合せ σｆａ＝12 ƒｔ＝205 σｆａ＝20 ƒｔ＝205

すべて許容応力以下である。

1.4.2 基礎ボルトに生じる応力 (単位：MPa)

基礎

ボルト
材料

応力の

種類

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

底部

SUS630

引張り σｂ＝30 ƒｔｓ＝455＊ σｂ＝54 ƒｔｓ＝455＊

せん断 τｂ＝14 ƒｓｂ＝350 τｂ＝27 ƒｓｂ＝350

サポート部
引張り σｂ＝35 ƒｔｓ＝455＊ σｂ＝65 ƒｔｓ＝455＊

せん断 τｂ＝ 1 ƒｓｂ＝350 τｂ＝ 2 ƒｓｂ＝350

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4 ･ƒｔｏ－1.6 ･τｂ，ƒｔｏ]
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別紙 鉄筋コンクリート構造物の重大事故等時の高温による影響（使用済燃料貯蔵プール

及びキャスクピット） 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，使用済燃料貯蔵プール及びキ

ャスクピットの地震時の構造強度及び機能維持の確認について説明するものであり，そ

の評価は，応力解析による評価により行う。 

使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットは，設計基準対象施設においては「Ｓクラ

スの施設」に，重大事故等対処施設においては「常設耐震重要重大事故防止設備」及び

「常設重大事故緩和設備」に分類される。 

以下，それぞれの分類に応じた耐震評価を示す。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットは原子炉建屋の一部を構成している。使

用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットを含む原子炉建屋の設置位置を図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1 使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットを含む原子炉建屋の設置位置 
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2.2 構造概要 

使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットは原子炉建屋の燃料取替床（T.M.S.L.＊

31.7m）付近に位置する鉄筋コンクリート構造物で，使用済燃料，制御棒及び使用済燃

料輸送容器が収容される。 

使用済燃料貯蔵プール内には，収容される機器の遮蔽及び冷却のため常時水が張ら

れている。 

使用済燃料貯蔵プール内面はステンレス鋼でライニングされており，漏水を防ぐと

ともに，保守及び点検についても考慮されている。なお，「原子力発電所耐震設計技

術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987」（（社）日本電気協会）に基づき，鋼製ライナは耐

漏洩機能を，鉄筋コンクリート部分は支持機能を有する。 

また，原子炉ウェルをはさんで使用済燃料貯蔵プールの反対側には，燃料交換時に

蒸気乾燥器と気水分離器を仮置きする蒸気乾燥器・気水分離器ピットがある。（以下，

使用済燃料貯蔵プール，キャスクピット，原子炉ウェル及び蒸気乾燥器・気水分離器

ピットの全てを示す場合は，これを「プール部」という。） 

プール部は，鉄筋コンクリート製原子炉格納容器（以下「RCCV」という。）及び外

壁に支持された一体構造物である。なお，プール部の床面及び壁面の一部は RCCV と共

有するが，当該部分については，Ⅵ-2-9-2-1「原子炉格納容器コンクリート部の耐震

性についての計算書」に示す。 

使用済燃料貯蔵プールの大きさは，内面寸法で平面 17.9m×14.0m，深さ 11.82m，壁

厚 2.0m，底面スラブ厚 2.3m であり，キャスクピットの平面寸法は 3.2m×3.2m，壁厚

0.6m で，底面スラブ及び壁の一面はそれぞれ使用済燃料貯蔵プール底面及び壁面と共

有する。 

使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットを含む原子炉建屋の概略平面図及び概略

断面図を図 2－2 及び図 2－3 に，使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピット周りの概

略平面図及び概略断面図を図 2－4 及び図 2－5 に示す。 

 

 

注記＊：東京湾平均海面を，以下「T.M.S.L.」という。 
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図 2－2 使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットを含む原子炉建屋の概略平面図 

（T.M.S.L.31.7m）（単位：m） 
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  注記＊：原子炉圧力容器を，以下「RPV」という。 

図 2－3 使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットを含む原子炉建屋の概略断面図 

（A-A 断面）（単位：m） 
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図 2－4 使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピット周りの概略平面図（単位：m） 

 

 

図 2－5 使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピット周りの概略断面図 

（B-B 断面）（単位：m） 
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2.3 評価方針 

使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットは，設計基準対象施設においては「Ｓク

ラスの施設」に，重大事故等対処施設においては「常設耐震重要重大事故防止設備」

及び「常設重大事故緩和設備」に分類される。 

使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットの設計基準対象施設としての評価におい

ては，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいずれか大きい方の地震

力（以下「Ｓｄ地震時」という。）に対する評価及び基準地震動Ｓｓによる地震力

（以下「Ｓｓ地震時」という。）に対する評価を行うこととし，それぞれの評価は，

Ⅵ-2-2-1「原子炉建屋の地震応答計算書」の結果を踏まえたものとする。 

使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットの評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方

針」に基づき，以下の 3 つの荷重の組合せに分類し，応力解析による評価において断

面の評価を行うことで，使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットの地震時の構造強

度の確認を行う。 

(1)Ｓｄ地震時 

(2)Ｓｓ地震時 

(3)（異常＋Ｓｄ地震）時 

なお，使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットの地震時の構造強度の確認には，

地震応答解析による評価においてせん断ひずみ及び保有水平耐力の評価が必要である

が，使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットが原子炉建屋の一部であることを踏ま

え，原子炉建屋全体としての評価結果をⅥ-2-2-2「原子炉建屋の耐震性についての計

算書」に示すこととする。評価にあたっては，Ⅵ-2-2-1「原子炉建屋の地震応答計算

書」による材料物性の不確かさを考慮する。表 2－1 に材料物性の不確かさを考慮する

解析ケースを示す。 

また，重大事故等対処施設としての評価においては，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方

針」に基づき，上記の(2)及び(3)に以下の(4)を加えた 3 つの荷重の組合せに分類し，

応力解析による評価において断面の評価を行うことで，使用済燃料貯蔵プール及びキ

ャスクピットの地震時の構造強度の確認を行う。 

(4)（異常＋Ｓｓ地震）時 

ここで，使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットにおける(2)及び(3)の荷重の組

合せでは，運転時，設計基準事故時の状態において，温度の条件が異なるが，コンク

リートの温度が上昇した場合においても，コンクリートの圧縮強度の低下は認められ

ず，剛性低下は認められるがその影響は小さいと考えられる（別紙「鉄筋コンクリー

ト構造物の重大事故等時の高温による影響（使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピッ

ト）」参照）こと，また，「発電用原子力設備規格 コンクリート製原子炉格納容器

規格」（（社）日本機械学会，2003）では部材内の温度差及び拘束力により発生する

熱応力は自己拘束的な応力であり十分な塑性変形能力がある場合は終局耐力に影響し
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ないこととされていることから，重大事故等対処施設としての評価は，設計基準対象

施設としての評価と同一となる。 

使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットの評価フローを図 2－6 に示す。 

 

表 2－1 材料物性の不確かさを考慮する解析ケース 

検討ケース 
コンクリート 

剛性 

回転ばね 

定数 
地盤剛性 備考 

①ケース1 

（設工認モデル） 

実強度 

（43.1N/mm2） 
100% 標準地盤 基本ケース 

②ケース2 

（建屋剛性＋σ及び 

地盤剛性＋σ） 

実強度＋σ 

（46.0N/mm2） 
100% 

標準地盤＋σ 

（新期砂層+13%， 

古安田層+25%及び 

西山層+10%） 

― 

③ケース3 

（建屋剛性－σ及び 

地盤剛性－σ） 

実強度－σ 

（40.2N/mm2） 
100% 

標準地盤－σ 

（新期砂層-13%， 

古安田層-25%及び 

西山層-10%） 

― 

④ケース4 

（建屋剛性コア平均） 

実強度 

（コア平均） 

（55.7N/mm2） 

100% 標準地盤 ― 

⑤ケース5 

（建屋剛性－2σ） 

実強度－2σ 

（37.2N/mm2） 
100% 標準地盤 ― 

⑥ケース6 

（回転ばね低減） 

実強度 

（43.1N/mm2） 
50% 標準地盤 ― 
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注記＊：Ⅵ-2-2-1「原子炉建屋の地震応答計算書」の結果を踏まえた評価を行う。 

 

図 2－6 使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットの評価フロー 

  

評価開始 

基本方針 

応力解析による評価＊ 地震応答解析による評価＊ 

Ⅵ-2-2-2 

「原子炉建屋の耐震性についての

計算書」にて評価 

断面の評価 

○構造強度の確認 

評価終了 
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2.4 適用規格・基準等 

本評価において，適用する規格・基準等を以下に示す。 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本建

築学会，1999 改定）（以下「RC 規準」という。） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005

制定）（以下「RC-N 規準」という。） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

（以下「ＪＥＡＧ４６０１-1987」という。） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電

気協会） 

・発電用原子力設備規格 コンクリート製原子炉格納容器規格（（社）日本機械学

会，2003）（以下「CCV 規格」という。） 

 

  



 

 

11 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
2-
4
-
2-
1
 
R0
 

3. 応力解析による評価方法 

3.1 評価対象部位及び評価方針 

使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットの応力解析による評価対象部位は，使用

済燃料貯蔵プール及びキャスクピットを構成する壁及び底面スラブとし，3次元 FEMモ

デルを用いた応力解析により評価を行う。3 次元 FEM モデルを用いた応力解析にあた

っては，Ⅵ-2-2-1「原子炉建屋の地震応答計算書」及び平成 5 年 6 月 17 日付け 4 資庁

第 14561 号にて認可された工事計画の添付書類Ⅳ-2-4-2-1「使用済燃料貯蔵プール

（キャスクピットを含む。）の耐震性についての計算書」（以下「既工認」という。）

による荷重を用いて，荷重の組合せを行う。 

「2.3 評価方針」に示した 4 つの荷重の組合せに対しては，以下の(1)～(3)の方針

に基づき断面の評価を行う。また，応力解析による評価フローを図 3－1 に示す。 

 

(1) Ｓｄ地震時に対する評価 

Ｓｄ地震時に対する評価は，使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットについ

て，地震力と地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する応力が，CCV 規格に基

づき設定した許容限界を超えないことを確認する。 

 

(2) Ｓｓ地震時及び（異常＋Ｓｄ地震）時に対する評価 

Ｓｓ地震時及び（異常＋Ｓｄ地震）時に対する評価は，使用済燃料貯蔵プール

及びキャスクピットについて，地震力と地震力以外の荷重の組合せの結果，発生

する応力又はひずみが，CCV 規格に基づき設定した許容限界を超えないことを確

認する。 

 

(3) （異常＋Ｓｓ地震）時に対する評価 

（異常＋Ｓｓ地震）時に対する評価は，使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピ

ットについて，地震力と地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する応力又はひ

ずみが，(2)と同じものとして設定した許容限界を超えないことを確認する。 
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注記＊：材料物性の不確かさについては，Ⅵ-2-2-1「原子炉建屋の地震応答計算

書」に基づき設定する。 

 

図 3－1 応力解析による評価フロー 

  

Ⅵ-2-2-1 

「原子炉建屋の地震応答計算書」 評価開始 

重大事故等時荷重 地震荷重＊ 

（動水圧荷重を含む） 

荷重の組合せ 

許容限界の設定 

（CCV 規格に基づく） 

＜Ｓｄ地震時に対する評価＞ ＜（異常＋Ｓｓ地震）時 

に対する評価＞ 

応力解析 

断面の評価 

評価終了 

＜Ｓｓ地震時及び 

（異常＋Ｓｄ地震）時に対する評価＞ 

解析モデル及び諸元の設定 

許容限界の設定 

（Ｓｓ地震時及び 

（異常＋Ｓｄ地震）時と同じ） 

固定荷重， 
 運転時荷重及び 

異常時荷重 

既工認 
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3.2 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している荷重

及び荷重の組合せを用いる。 

 

3.2.1 荷重 

(1) 固定荷重 

固定荷重として次のものを考慮する。 

 

a. 死荷重及び活荷重（ＤＬ） 

死荷重及び活荷重は，既工認に基づき，次のものを考慮する。 

 

・鉄筋コンクリート構造体の自重・・・・23.5kN/m3 

・使用済燃料貯蔵プールに格納される使用済燃料及びその他の機器重

量・・・・153kN/m2 

・使用済燃料貯蔵プールの内容水による静水圧（水面を T.M.S.L.31.7m より

0.31m 下りとする。）・・・・113kN/m2 

 

(2) 運転時荷重 

運転時の状態で作用する荷重として次のものを考慮する。各荷重については，

既工認に基づき設定する。（既工認時の温度分布解析については，Ⅵ-2-9-2-1

「原子炉格納容器コンクリート部の耐震性についての計算書」の別紙 2「温度分

布解析」参照） 

 

a. 運転時圧力（Ｐ１） 

運転時において，RCCV の内部と外部の圧力差によって生じる荷重で，次の値

とする。 

Ｐ１＝13.7kPa  ··············································· （3．1） 
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b. 運転時温度荷重（Ｔ１） 

運転時において，プール部に生じる温度変化による荷重及びプール部の内部

と外部との温度差によって生じる荷重で，内外表面の温度を表 3－1 のとおり設

定する。 

 

表 3－1 運転時内外表面温度 

（単位：℃） 

 
季
節 

位置 

使用済燃料貯蔵プール 

壁 
底面 

スラブ 

原子炉 

ウェル壁 

運転時 

夏 
内面 52.0 52.0 52.0 

外面 42.3 42.0 54.8 

冬 
内面 52.0 52.0 52.0 

外面 18.0 17.1 54.6 
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c. 逃がし安全弁作動時荷重（Ｈ１） 

逃がし安全弁作動時において，サプレッションプールに考慮する水力学的動

荷重は，次の値とする。 

Ｈ１＝   ········································· （3．2） 

 

(3) 異常時荷重 

異常発生後，長時間継続する状態における荷重で，次のものとする。各荷重に

ついては，既工認に基づき設定する。 

 

a. 異常時圧力（Ｐ２） 

異常時において，RCCV の内部と外部との圧力差によって生じる荷重で，表 3

－2 に示す値とする。 

 

表 3－2 異常時圧力（Ｐ２） 

（単位：kPa） 

異常発生後の 

経過時間 
記号 ドライウェル 

サプレッション 

チェンバ 

直後 Ｐ２１ 248 177 

 

(4) 重大事故等時荷重 

重大事故等時の状態で施設に作用する荷重のうち長期的な荷重として次のもの

を考慮する。 

 

a. 重大事故等時圧力（ＰＳＡＬＬ） 

重大事故等時において，RCCV の内部と外部の圧力差によって長期的に生じる

荷重で，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」の「5.2 

荷重の組合せ」より，次の値とする。 

ＰＳＡＬＬ＝150kPa  ············································ （3．3） 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

16 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
2-
4
-
2-
1
 
R0
 

(5) 地震荷重 

a. Ｓｄ地震荷重（Ｋｄ） 

水平地震力は，弾性設計用地震動Ｓｄに対する地震応答解析より算定される

動的地震力及び静的地震力より設定する。動的地震力のうちせん断力について

は，Ⅵ-2-2-1「原子炉建屋の地震応答計算書」における最大応答せん断力から

補助壁が負担するせん断力を減じて算定する。静的地震力については，既工認

時に基準地震動Ｓ１による動的地震力及び静的地震力に余裕を考慮して設定し

たＳ１地震荷重を適用する。 

鉛直地震力は，鉛直震度として設定する。鉛直震度は，弾性設計用地震動Ｓ

ｄに対する地震応答解析より算定される鉛直震度及び震度 0.3 を基準とし，建

物・構築物の振動特性，地盤の種類等を考慮した高さ一定方向の鉛直震度より

設定する。 

Ｓｄ地震荷重を表 3－3～表 3－5 に示す。 

 

b. Ｓｓ地震荷重（Ｋｓ） 

水平地震力及び鉛直地震力は，基準地震動Ｓｓに対する地震応答解析より算

定される動的地震力及び鉛直震度より設定する。動的地震力のうちせん断力に

ついては，Ⅵ-2-2-1「原子炉建屋の地震応答計算書」における最大応答せん断

力から補助壁が負担するせん断力を減じて算定する。 

Ｓｓ地震荷重を表 3－6～表 3－8 に示す。 

  



 

 

17 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
2-
4
-
2-
1
 
R0
 

表 3－3 地震荷重（Ｋｄ）（せん断力） 

(a) NS 方向 

T.M.S.L. 

(m) 

せん断力 

(×103kN) 

Ｓｄ 静的地震力 

31.7 
 
 

23.5 
 
 

18.1 
 
 

12.3 
 
 

4.8 
 
 

-1.7 
 
 

-8.2 

22.3 67.0 

85.5 120 

79.8 148 

114 166 

134 170 

140 184 

 

(b) EW 方向 

T.M.S.L. 

(m) 

せん断力 

(×103kN) 

Ｓｄ 静的地震力 

31.7 
 
 

23.5 
 
 

18.1 
 
 

12.3 
 
 

4.8 
 
 

-1.7 
 
 

-8.2 

51.6 76.1 

128 148 

124 160 

119 169 

125 189 

140 198 
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表 3－4 地震荷重（Ｋｄ）（曲げモーメント） 

(a) NS 方向 

T.M.S.L. 

(m) 

曲げモーメント 

(×104kN･m) 

Ｓｄ 静的地震力 

31.7 
 
 

23.5 
 
 

18.1 
 
 

12.3 
 
 

4.8 
 
 

-1.7 
 
 

-8.2 

7.00 

23.0 

5.10 

55.0 

104 

150 

79.5 

120 

208 

267 

140 

206 

330 

416 

217 

330 

460 

525 

330 

441 

525 

600 

441 

561 

 

(b) EW方向 

T.M.S.L. 

(m) 

曲げモーメント 

(×104kN･m) 

Ｓｄ 静的地震力 

31.7 
 
 

23.5 
 
 

18.1 
 
 

12.3 
 
 

4.8 
 
 

-1.7 
 
 

-8.2 

63.0 

101 

46.4 

62.3 

-112 

-52.0 

-95.6 

-31.8 

-73.0 

127 

-56.9 

77.7 

193 

272 

124 

204 

326 

429 

213 

327 

463 

563 

327 

455 

回転ばね＊ 249 158 

注記＊：プール壁が RCCV の曲げ変形を拘束する影響を考慮した回転ばねを示す。 
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表 3－5 地震荷重（Ｋｄ）（鉛直震度） 

T.M.S.L. 

(m) 

鉛直震度 

Ｓｄ 静的地震力 

31.7 0.48 0.24 

23.5 0.47 0.24 

18.1 0.45 0.24 

12.3 0.43 0.24 

 4.8 0.42 0.24 

-1.7 0.42 0.24 

-8.2 0.42 0.24 
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表 3－6 地震荷重（Ｋｓ）（せん断力） 

(a) NS 方向 

T.M.S.L. 

(m) 

せん断力 

(×103kN) 

Ｓｓ 

31.7 
 
 

23.5 
 
 

18.1 
 
 

12.3 
 
 

4.8 
 
 

-1.7 
 
 

-8.2 

48.6 

183 

170 

276 

296 

257 

 

(b) EW 方向 

T.M.S.L. 

(m) 

せん断力 

(×103kN) 

Ｓｓ 

31.7 
 
 

23.5 
 
 

18.1 
 
 

12.3 
 
 

4.8 
 
 

-1.7 
 
 

-8.2 

85.1 

221 

272 

287 

305 

280 

 

  



 

 

21 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
2-
4
-
2-
1
 
R0
 

表 3－7 地震荷重（Ｋｓ）（曲げモーメント） 

(a) NS 方向 

T.M.S.L. 

(m) 

曲げモーメント 

(×104kN･m) 

Ｓｓ 

31.7 
 
 

23.5 
 
 

18.1 
 
 

12.3 
 
 

4.8 
 
 

-1.7 
 
 

-8.2 

14.0 

38.0 

165 

243 

342 

444 

541 

734 

832 

971 

971 

1120 

 

(b) EW 方向 

T.M.S.L. 

(m) 

曲げモーメント 

(×104kN･m) 

Ｓｓ 

31.7 
 
 

23.5 
 
 

18.1 
 
 

12.3 
 
 

4.8 
 
 

-1.7 
 
 

-8.2 

120 

178 

-331 

-196 

-147 

201 

315 

463 

573 

750 

818 

969 

回転ばね＊ 530 

注記＊：プール壁が RCCV の曲げ変形を拘束する影響を考慮した回転ばねを示す。 
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表 3－8 地震荷重（Ｋｓ）（鉛直震度） 

T.M.S.L. 

(m) 

鉛直震度 

Ｓｓ 

31.7 0.96 

23.5 0.94 

18.1 0.91 

12.3 0.87 

 4.8 0.84 

-1.7 0.84 

-8.2 0.84 
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c. 地震時配管荷重（Ｒｄ及びＲｓ） 

地震時において，配管貫通部には，表 3－9 に示す地震時配管荷重を同時に考

慮する。 

表 3－9 地震時配管荷重（Ｒｄ及びＲｓ） 

記号 配管 
Ｎ 

(kN) 

Ｑ 

(kN) 

Ｍｔ 

(kN･m) 

Ｍ 

(kN･m) 

Ｒｄ 
主蒸気配管 2460 780 1010 2770 

給水配管 1130 348 722 970 

Ｒｓ 
主蒸気配管 3050 1000 1260 3510 

給水配管 1500 440 960 1200 

注 1 ：Ｎ，Ｑ，Ｍｔ及びＭは，下図に示すとおりである。 

注 2 ：数値は，1 本当たりの絶対値を示す。 

注 3 ：開口部の位置及び開口径はⅥ-2-9-2-1「原子炉格納容器コンクリー

ト部の耐震性についての計算書」による。 

注 4 ：Ｒｄは，Ｓｄ地震荷重と同時に作用するものとする。 

注 5 ：Ｒｓは，Ｓｓ地震荷重と同時に作用するものとする。 

注 6 ：Ｍ（曲げモーメント）については，せん断力による効果も併せて考

慮した。 
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d. 地震時動水圧荷重（ＫＨ） 

使用済燃料貯蔵プールに作用する地震時動水圧荷重は，ＪＥＡＧ４６０１-

1987 における Housner 理論に基づき，Ⅵ-2-2-1「原子炉建屋の地震応答計算書」

に示す弾性設計用地震動Ｓｄ及び基準地震動Ｓｓによる応答解析結果から衝撃

圧及び揺動圧を算定する。地震時動水圧荷重を表 3－10 に示す。 

 

表 3－10 地震時動水圧荷重（ＫＨ） 

（単位：kN/m2） 

ＫＨｄ
＊1 ＫＨｓ

＊2 

NS 方向 EW 方向 NS 方向 EW 方向 

    

注記＊1 ：ＫＨｄは，Ｓｄ地震荷重と同時に作用するものとする。 

  ＊2 ：ＫＨｓは，Ｓｓ地震荷重と同時に作用するものとする。 

 

 

  

63.2 

53.2 

80.8 

72.1 

127 

102 

163 

139 
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3.2.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3－11 に示す。 

 

表 3－11 荷重の組合せ 

外力の状態 
荷重 

番号 
荷重の組合せ 

Ｓｄ地震時＊ 1 ＤＬ＋Ｐ１＋Ｔ１＋Ｈ１＋Ｋｄ＋Ｒｄ＋ＫＨｄ 

Ｓｓ地震時 2 ＤＬ＋Ｐ１＋Ｈ１＋Ｋｓ＋Ｒｓ＋ＫＨｓ 

（異常＋Ｓｄ地震）時 3 ＤＬ＋Ｐ２１＋Ｋｄ＋Ｒｄ＋ＫＨｄ 

（異常＋Ｓｓ地震）時 4 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ＋Ｋｓ＋Ｒｓ＋ＫＨｓ 

注記＊：温度荷重がない場合も考慮する。 

 

ＤＬ ：死荷重及び活荷重 

Ｐ１ ：運転時圧力 

Ｔ１ ：運転時温度荷重 

Ｈ１ ：逃がし安全弁作動時荷重 

Ｐ２１ ：異常時圧力（直後） 

ＰＳＡＬＬ ：重大事故等時圧力 

Ｋｄ及びＫｓ ：地震荷重 

Ｒｄ及びＲｓ ：地震時配管荷重 

ＫＨｄ及びＫＨｓ ：地震時動水圧荷重 
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3.3 許容限界 

応力解析による評価における使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットの許容限界

は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載の構造強度上の制限の方針に基づき，表

3－12 及び表 3－13 のとおり設定する。 

また，コンクリート及び鉄筋の許容応力度を表 3－14 及び表 3－15 に，コンクリー

ト及び鉄筋の許容ひずみを表 3－16 に示す。 

 

表 3－12 応力解析による評価における許容限界 

（設計基準対象施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上の 

性能目標 
外力の状態 部位 

機能維持のための 

考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

― 
構造強度を 

有すること 

Ｓｄ地震時 

壁及び 

底面 

スラブ 

部材に生じる応力

が構造強度を確保

するための許容限

界を超えないこと

を確認 

CCV規格に基づ

く荷重状態Ⅲ 

の許容値 

Ｓｓ地震時 

壁及び 

底面 

スラブ 
部材に生じる応力

及びひずみが構造

強度を確保するた

めの許容限界を超

えないことを確認 

CCV規格に基づ

く荷重状態Ⅳ 

の許容値 （異常＋Ｓｄ 

地震）時 

壁及び 

底面 

スラブ 

 

表 3－13 応力解析による評価における許容限界 

（重大事故等対処施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上の 

性能目標 
外力の状態 部位 

機能維持のための 

考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

― 
構造強度を 

有すること 

Ｓｓ地震時 

壁及び 

底面 

スラブ 
部材に生じる応力

及びひずみが構造

強度を確保するた

めの許容限界を超

えないことを確認 

CCV規格に基づ

く荷重状態Ⅳ 

の許容値 （異常＋Ｓｄ 

地震）時 

壁及び 

底面 

スラブ 

（異常＋Ｓｓ 

地震）時 

壁及び 

底面 

スラブ 

（異常＋Ｓｓ 

地震）時 

の許容値＊ 

注記＊：Ｓｓ地震時及び（異常＋Ｓｄ地震）時の許容限界と同じ許容限界を適用する。 
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表 3－14 コンクリートの許容応力度 

（単位：N/mm2） 

外力の状態 

設計基準強度Ｆｃ＝32.3 

応力状態1＊1 応力状態2＊2 

圧縮 せん断 圧縮 せん断 

Ｓｄ地震時 21.4 1.21 24.2 1.21 

Ｓｓ地震時 

（異常＋Ｓｄ地震）時 

（異常＋Ｓｓ地震）時 
21.4*3 1.21 ― ― 

注記＊1 ：「応力状態 1」とは，各荷重状態において温度荷重により生じる応力を除いた

応力が生じている状態をいう。 

  ＊2 ：「応力状態 2」とは，各荷重状態において温度荷重による応力が生じている状

態をいう。 

  ＊3 ：軸力の検討に用いる許容圧縮応力度を示す。 

 

表 3－15 鉄筋の許容応力度 

（単位：N/mm2） 

外力の状態 引張及び圧縮 面外せん断補強 

Ｓｄ地震時 
SD35（SD345 相当） SD35（SD345 相当） 

345 345 

 

表 3－16 コンクリート及び鉄筋の許容ひずみ 

外力の状態 
コンクリート 

（圧縮ひずみ） 

鉄筋 

（圧縮ひずみ及び引張ひずみ） 

Ｓｓ地震時 

（異常＋Ｓｄ地震）時 

（異常＋Ｓｓ地震）時 

0.003 0.005 
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3.4 解析モデル及び諸元 

3.4.1 モデル化の基本方針 

(1) 基本方針 

Ｓｄ地震時における応力解析は，3 次元 FEM モデルを用いた弾性応力解析を実

施する。解析には，解析コード「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いる。Ｓs 地震

時，（異常＋Ｓｄ地震）時及び（異常＋Ｓｓ地震）時における応力解析は，3 次

元 FEM モデルを用いた弾塑性応力解析を実施する。解析には，解析コード「ＡＢ

ＡＱＵＳ」を用いる。また，解析コードの検証及び妥当性確認の概要については，

別紙「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

応力解析モデルは，プール部のほか，RCCV，ダイヤフラムフロア及び基礎スラ

ブを一体としたモデルである。応力解析における評価対象部位は，使用済燃料貯

蔵プール及びキャスクピットの壁及び底面スラブであるが，各部の荷重伝達を考

慮するために周辺部を含むモデルを用いることとした。なお，本解析モデルは，

Ⅵ-2-9-2-1「原子炉格納容器コンクリート部の耐震性についての計算書」と同一

である。地震荷重時の解析モデル概要図を図 3－2 に示す。 

Ｓｄ地震時における熱応力の解析に用いるコンクリートの弾性係数は，1/3 に

低減した値を用いる。 

 

(2) 使用要素 

Ｓｄ地震時における解析モデルに使用する FEM 要素は，シェル要素とする。使

用する要素は四辺形及び三角形で，この要素は均質等方性材料によるシェル要素

である。 

Ｓｓ地震時，（異常＋Ｓｄ地震）時及び（異常＋Ｓｓ地震）時における解析モ

デルに使用する FEM 要素は，積層シェル要素とする。使用する要素は四辺形及び

三角形で，この要素は鉄筋層をモデル化した異方性材料による積層シェル要素で

ある。 

各要素には，板の曲げと軸力を同時に考えるが，板の曲げには面外せん断変形

の影響も考慮する。 

解析モデルの節点数は 8266，要素数は 12028 である。 

 

(3) 境界条件 

3 次元 FEM モデルの基礎スラブ底面及び側面に，Ⅵ-2-2-1「原子炉建屋の地震

応答計算書」に示す地盤ばねを離散化して，水平方向及び鉛直方向のばねを設け

る。3 次元 FEM モデルの水平方向のばねについては，地震応答解析モデルのスウ

ェイばね及び側面水平ばねを，鉛直方向のばねについては，地震応答解析モデル
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のロッキングばね及び側面回転ばねを基に設定を行う。なお，基礎スラブ底面の

地盤ばねについては，引張力が発生したときに浮上りを考慮する。 

また，3 次元 FEM モデルの上部構造物に対する周辺床及び外壁の剛性並びに基

礎スラブに対する上部構造物の剛性を考慮する。RCCV と外壁の間の耐震壁の脚部

位置については，はり要素を設ける。 
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(a) 全体鳥瞰図 

 

 

 

(b) 全体断面図（EW 方向断面） 

図 3－2 解析モデル（地震荷重時）（1/3） 

Ｎ 

Ｅ 

Ｎ 
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K6 ① Ⅵ-2-4-2-1 R0 

3
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注：X,Y 及び Z は全体座標系，x 及び y は要素座標系を示す。 

 

(c) プール部要素分割図 

図 3－2 解析モデル（地震荷重時）（2/3） 
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注：X,Y 及び Z は全体座標系，x 及び y は要素座標系を示す。 

 

(d) プール部要素分割図 

図 3－2 解析モデル（地震荷重時）（3/3） 
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3.4.2 解析諸元 

使用材料の物性値を表 3－17 及び表 3－18 に示す。 

 

表 3－17 コンクリートの物性値 

諸元 
物性値 

上部構造物 基礎スラブ 

ヤング係数 

(N/mm2) 
2.88×104 ＊1 2.79×104 ＊2 

ポアソン比 0.2 0.2 

注記＊1 ：剛性はコンクリートの実強度（43.1N/mm2）に基づく。 

  ＊2 ：剛性はコンクリートの実強度（39.2N/mm2）に基づく。 

 

表 3－18 鉄筋の物性値 

（単位：N/mm2） 

諸元 物性値 

鉄筋の種類 
SD40（SD390 相当） 

SD35（SD345 相当） 

ヤング係数 2.05×105 
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3.4.3 材料構成則 

Ｓｓ地震時，（異常＋Ｓｄ地震）時及び（異常＋Ｓｓ地震）時に対する評価で

用いる材料構成則を図 3－3 に示す。 

なお，ヤング係数は実強度に基づく値とし，コンクリートの圧縮強度は設計基

準強度に基づく値とする。 

 

応力σ

（N/mm2）

ひずみε

（×10-6） -3000 -2000
0

‐0.85Fc

0.38  Fc

 

Ｆｃ：コンクリートの設計基準強度 

 

項目 設定 

圧縮強度 -0.85Ｆｃ（CCV 規格） 

終局圧縮ひずみ -3000×10-⁶（CCV 規格） 

圧縮側のコンクリート構成則 
CEB-FIP Model code に基づき設

定（引用文献(1)参照） 

ひび割れ発生後の引張軟化曲線 
出雲ほか（1987）による式 

（ｃ＝0.4）（引用文献(2)参照） 

引張強度 σｔ＝0.38 Ｆｃ（RC 規準） 

注：引張方向の符号を正とする。 

(a) コンクリートの応力－ひずみ関係 

 

図 3－3 材料構成則（1/2） 
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・鉄筋の構成則：バイリニア型 

・終局ひずみ：±5000×10-⁶（CCV 規格） 

応力σ

（N/mm2）

ひずみε

（×10-6）-5000
0

‐σｙ

5000

σｙ

 

σｙ：鉄筋の降伏強度 

 

注：引張方向の符号を正とする。 

(b) 鉄筋の応力－ひずみ関係 

 

図 3－3 材料構成則（2/2）  
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3.5 評価方法 

3.5.1 応力解析方法 

使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットについて，Ｓｄ地震時に対して 3 次

元 FEM モデルを用いた弾性応力解析を実施し，Ｓｓ地震時，（異常＋Ｓｄ地震）

時及び（異常＋Ｓｓ地震）時に対して 3 次元 FEM モデルを用いた弾塑性応力解析

を実施する。 

 

(1) 荷重ケース 

それぞれの外力の状態の応力は，次の荷重ケースによる応力を組み合わせて求

める。 

 

ＤＬ ：死荷重及び活荷重 

Ｐ１ ：運転時圧力 

Ｔ１ ：運転時温度荷重 

Ｈ１ ：逃がし安全弁作動時荷重 

Ｐ２１ ：異常時圧力（直後） 

ＰＳＡＬＬ ：重大事故等時圧力 

Ｋｄ１ＳＮ
＊ ：S→N 方向 Ｓｄ地震荷重（動的地震力） 

Ｋｄ１ＷＥ
＊ ：W→E 方向 Ｓｄ地震荷重（動的地震力） 

Ｋｄ１ＤＵ
＊ ：鉛直方向 Ｓｄ地震荷重（動的地震力） 

Ｋｄ２ＳＮ
＊ ：S→N 方向 Ｓｄ地震荷重（静的地震力） 

Ｋｄ２ＷＥ
＊ ：W→E 方向 Ｓｄ地震荷重（静的地震力） 

Ｋｄ２ＤＵ
＊ ：鉛直方向 Ｓｄ地震荷重（静的地震力） 

ＫｓＳＮ
＊ ：S→N 方向 Ｓｓ地震荷重 

ＫｓＷＥ
＊ ：W→E 方向 Ｓｓ地震荷重 

ＫｓＤＵ
＊ ：鉛直方向 Ｓｓ地震荷重 

Ｒｄ ：Ｓｄ地震時配管荷重 

Ｒｓ ：Ｓｓ地震時配管荷重 

ＫＨｄＷＥ
＊ ：W→E 方向 Ｓｄ地震時動水圧荷重 

ＫＨｄＳＮ
＊ ：S→N 方向 Ｓｄ地震時動水圧荷重 

ＫＨｓＷＥ
＊ ：W→E 方向 Ｓｓ地震時動水圧荷重 

ＫＨｓＳＮ
＊ ：S→N 方向 Ｓｓ地震時動水圧荷重 

 

注記＊ ：計算上の座標軸を基準として，EW 方向は W→E 方向の加力，NS 方 

向は S→N 方向の加力，鉛直方向は上向きの加力を記載している。 
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(2) 荷重の組合せケース 

荷重の組合せケースを表 3－19 に示す。 

水平地震力と鉛直地震力の組合せは，「原子力発電所耐震設計技術規程 ＪＥＡ

Ｃ４６０１-2008」（（社）日本電気協会）を参考に，組合せ係数法（組合せ係

数は 1.0 と 0.4）を用いるものとする。 
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表 3－19 荷重の組合せケース（1/4） 

外力の状態 
ケース 

No. 
荷重の組合せ 

Ｓｄ地震時 1-1 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋1.0Ｋｄ１ＳＮ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＫＨｄＳＮ 

1-2 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋1.0Ｋｄ１ＷＥ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＫＨｄＷＥ 

1-3 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－1.0Ｋｄ１ＳＮ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ－1.0ＫＨｄＳＮ 

1-4 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－1.0Ｋｄ１ＷＥ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ－1.0ＫＨｄＷＥ 

1-5 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋1.0Ｋｄ１ＳＮ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＫＨｄＳＮ 

1-6 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋1.0Ｋｄ１ＷＥ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＫＨｄＷＥ 

1-7 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－1.0Ｋｄ１ＳＮ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ－1.0ＫＨｄＳＮ 

1-8 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－1.0Ｋｄ１ＷＥ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ－1.0ＫＨｄＷＥ 

1-9 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋0.4Ｋｄ１ＳＮ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＫＨｄＳＮ 

1-10 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋0.4Ｋｄ１ＷＥ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＫＨｄＷＥ 

1-11 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－0.4Ｋｄ１ＳＮ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ－0.4ＫＨｄＳＮ 

1-12 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－0.4Ｋｄ１ＷＥ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ－0.4ＫＨｄＷＥ 

1-13 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋0.4Ｋｄ１ＳＮ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＫＨｄＳＮ 

1-14 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋0.4Ｋｄ１ＷＥ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＫＨｄＷＥ 

1-15 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－0.4Ｋｄ１ＳＮ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ－0.4ＫＨｄＳＮ 

1-16 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－0.4Ｋｄ１ＷＥ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ－0.4ＫＨｄＷＥ 

1-17 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋1.0Ｋｄ２ＳＮ＋1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＫＨｄＳＮ 

1-18 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋1.0Ｋｄ２ＷＥ＋1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＫＨｄＷＥ 

1-19 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－1.0Ｋｄ２ＳＮ＋1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ－1.0ＫＨｄＳＮ 

1-20 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－1.0Ｋｄ２ＷＥ＋1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ－1.0ＫＨｄＷＥ 

1-21 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋1.0Ｋｄ２ＳＮ－1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＫＨｄＳＮ 

1-22 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋1.0Ｋｄ２ＷＥ－1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＫＨｄＷＥ 

1-23 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－1.0Ｋｄ２ＳＮ－1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ－1.0ＫＨｄＳＮ 

1-24 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－1.0Ｋｄ２ＷＥ－1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ－1.0ＫＨｄＷＥ 

注：[ ]は応力状態 2 に対する荷重を表す。 
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表 3－19 荷重の組合せケース（2/4） 

外力の状態 
ケース 

No. 
荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 2-1 ＤＬ＋Ｐ１＋Ｈ１＋1.0ＫｓＳＮ＋0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋1.0ＫＨｓＳＮ 

2-2 ＤＬ＋Ｐ１＋Ｈ１＋1.0ＫｓＷＥ＋0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋1.0ＫＨｓＷＥ 

2-3 ＤＬ＋Ｐ１＋Ｈ１－1.0ＫｓＳＮ＋0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ－1.0ＫＨｓＳＮ 

2-4 ＤＬ＋Ｐ１＋Ｈ１－1.0ＫｓＷＥ＋0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ－1.0ＫＨｓＷＥ 

2-5 ＤＬ＋Ｐ１＋Ｈ１＋1.0ＫｓＳＮ－0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋1.0ＫＨｓＳＮ 

2-6 ＤＬ＋Ｐ１＋Ｈ１＋1.0ＫｓＷＥ－0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋1.0ＫＨｓＷＥ 

2-7 ＤＬ＋Ｐ１＋Ｈ１－1.0ＫｓＳＮ－0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ－1.0ＫＨｓＳＮ 

2-8 ＤＬ＋Ｐ１＋Ｈ１－1.0ＫｓＷＥ－0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ－1.0ＫＨｓＷＥ 

2-9 ＤＬ＋Ｐ１＋Ｈ１＋0.4ＫｓＳＮ＋1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋0.4ＫＨｓＳＮ 

2-10 ＤＬ＋Ｐ１＋Ｈ１＋0.4ＫｓＷＥ＋1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋0.4ＫＨｓＷＥ 

2-11 ＤＬ＋Ｐ１＋Ｈ１－0.4ＫｓＳＮ＋1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ－0.4ＫＨｓＳＮ 

2-12 ＤＬ＋Ｐ１＋Ｈ１－0.4ＫｓＷＥ＋1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ－0.4ＫＨｓＷＥ 

2-13 ＤＬ＋Ｐ１＋Ｈ１＋0.4ＫｓＳＮ－1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋0.4ＫＨｓＳＮ 

2-14 ＤＬ＋Ｐ１＋Ｈ１＋0.4ＫｓＷＥ－1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋0.4ＫＨｓＷＥ 

2-15 ＤＬ＋Ｐ１＋Ｈ１－0.4ＫｓＳＮ－1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ－0.4ＫＨｓＳＮ 

2-16 ＤＬ＋Ｐ１＋Ｈ１－0.4ＫｓＷＥ－1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ－0.4ＫＨｓＷＥ 
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表 3－19 荷重の組合せケース（3/4） 

外力の状態 
ケース 

No. 
荷重の組合せ 

（異常＋ 

Ｓｄ地震） 

時 
 

 

 

 

3-1 ＤＬ＋Ｐ２１＋1.0Ｋｄ１ＳＮ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＫＨｄＳＮ 

3-2 ＤＬ＋Ｐ２１＋1.0Ｋｄ１ＷＥ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＫＨｄＷＥ 

3-3 ＤＬ＋Ｐ２１－1.0Ｋｄ１ＳＮ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ－1.0ＫＨｄＳＮ 

3-4 ＤＬ＋Ｐ２１－1.0Ｋｄ１ＷＥ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ－1.0ＫＨｄＷＥ 

3-5 ＤＬ＋Ｐ２１＋1.0Ｋｄ１ＳＮ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＫＨｄＳＮ 

3-6 ＤＬ＋Ｐ２１＋1.0Ｋｄ１ＷＥ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＫＨｄＷＥ 

3-7 ＤＬ＋Ｐ２１－1.0Ｋｄ１ＳＮ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ－1.0ＫＨｄＳＮ 

3-8 ＤＬ＋Ｐ２１－1.0Ｋｄ１ＷＥ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ－1.0ＫＨｄＷＥ 

3-9 ＤＬ＋Ｐ２１＋0.4Ｋｄ１ＳＮ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＫＨｄＳＮ 

3-10 ＤＬ＋Ｐ２１＋0.4Ｋｄ１ＷＥ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＫＨｄＷＥ 

3-11 ＤＬ＋Ｐ２１－0.4Ｋｄ１ＳＮ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ－0.4ＫＨｄＳＮ 

3-12 ＤＬ＋Ｐ２１－0.4Ｋｄ１ＷＥ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ－0.4ＫＨｄＷＥ 

3-13 ＤＬ＋Ｐ２１＋0.4Ｋｄ１ＳＮ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＫＨｄＳＮ 

3-14 ＤＬ＋Ｐ２１＋0.4Ｋｄ１ＷＥ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＫＨｄＷＥ 

3-15 ＤＬ＋Ｐ２１－0.4Ｋｄ１ＳＮ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ－0.4ＫＨｄＳＮ 

3-16 ＤＬ＋Ｐ２１－0.4Ｋｄ１ＷＥ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ－0.4ＫＨｄＷＥ 

3-17 ＤＬ＋Ｐ２１＋1.0Ｋｄ２ＳＮ＋1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＫＨｄＳＮ 

3-18 ＤＬ＋Ｐ２１＋1.0Ｋｄ２ＷＥ＋1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＫＨｄＷＥ 

3-19 ＤＬ＋Ｐ２１－1.0Ｋｄ２ＳＮ＋1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ－1.0ＫＨｄＳＮ 

3-20 ＤＬ＋Ｐ２１－1.0Ｋｄ２ＷＥ＋1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ－1.0ＫＨｄＷＥ 

3-21 ＤＬ＋Ｐ２１＋1.0Ｋｄ２ＳＮ－1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＫＨｄＳＮ 

3-22 ＤＬ＋Ｐ２１＋1.0Ｋｄ２ＷＥ－1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＫＨｄＷＥ 

3-23 ＤＬ＋Ｐ２１－1.0Ｋｄ２ＳＮ－1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ－1.0ＫＨｄＳＮ 

3-24 ＤＬ＋Ｐ２１－1.0Ｋｄ２ＷＥ－1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ－1.0ＫＨｄＷＥ 
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表 3－19 荷重の組合せケース（4/4） 

外力の状態 
ケース 

No. 
荷重の組合せ 

（異常＋ 

Ｓｓ地震） 

時 

4-1 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ＋1.0ＫｓＳＮ＋0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋1.0ＫＨｓＳＮ 

4-2 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ＋1.0ＫｓＷＥ＋0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋1.0ＫＨｓＷＥ 

4-3 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ－1.0ＫｓＳＮ＋0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ－1.0ＫＨｓＳＮ 

4-4 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ－1.0ＫｓＷＥ＋0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ－1.0ＫＨｓＷＥ 

4-5 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ＋1.0ＫｓＳＮ－0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋1.0ＫＨｓＳＮ 

4-6 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ＋1.0ＫｓＷＥ－0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋1.0ＫＨｓＷＥ 

4-7 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ－1.0ＫｓＳＮ－0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ－1.0ＫＨｓＳＮ 

4-8 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ－1.0ＫｓＷＥ－0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ－1.0ＫＨｓＷＥ 

4-9 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ＋0.4ＫｓＳＮ＋1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋0.4ＫＨｓＳＮ 

4-10 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ＋0.4ＫｓＷＥ＋1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋0.4ＫＨｓＷＥ 

4-11 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ－0.4ＫｓＳＮ＋1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ－0.4ＫＨｓＳＮ 

4-12 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ－0.4ＫｓＷＥ＋1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ－0.4ＫＨｓＷＥ 

4-13 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ＋0.4ＫｓＳＮ－1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋0.4ＫＨｓＳＮ 

4-14 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ＋0.4ＫｓＷＥ－1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋0.4ＫＨｓＷＥ 

4-15 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ－0.4ＫｓＳＮ－1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ－0.4ＫＨｓＳＮ 

4-16 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ－0.4ＫｓＷＥ－1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ－0.4ＫＨｓＷＥ 
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(3) 荷重の入力方法 

a. 地震荷重 

水平地震力については，各階のせん断力及び曲げモーメントを各床レベルの

節点に離散化して節点荷重として入力する。 

鉛直地震力については，モデル上の各節点における鉛直震度により支配面積

に応じた節点力として入力する。 

 

b. 温度荷重 

Ｓｄ地震時における熱応力については，CCV 規格に基づき，部材の剛性を一

律に低減する一律低減法により評価する。 

 

c. 地震荷重及び温度荷重以外の荷重 

地震荷重及び温度荷重以外の荷重については，FEM モデルの各節点又は各要

素に，集中荷重又は分布荷重として入力する。 
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3.5.2 断面の評価方法 

使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットの断面の評価に用いる応力は，3 次

元 FEM モデルを用いた応力解析により得られた各荷重による応力（軸力，曲げモ

ーメント及びせん断力）とする。壁及び底面スラブの断面力成分を図 3－4 に示す。 

 

 

(a) 壁 

   

 

(b) 底面スラブ 

図 3－4 壁及び底面スラブの断面力成分  

kN･m/m 

kN/m 

kN/m 

kN/m 

N/mm2 

m 

kN･m/m 

kN/m 

kN/m 

ｘ軸 

ｙ軸 ｚ軸 
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(1) Ｓｄ地震時 

a. 壁 

軸力及び曲げモーメントによる引張応力度及び圧縮応力度，面内せん断力並

びに面外せん断力を算定し，CCV 規格に準拠して設定した各許容値を超えない

ことを確認する。 

 

(a) 軸力及び曲げモーメントに対する断面の評価方法 

各断面は，子午線方向及び円周方向各々について，膜力及び曲げモーメン

トを受ける鉄筋コンクリート造長方形仮想柱として算定する。この場合，膜

力は同時に作用する面内せん断力の影響を考慮して，CCV 規格の CVE-3511-1

及び CVE-3511-2 に示す等価膜力として評価する。 

膜力と面内せん断力の関係図を図 3－5 に示す。 

等価膜力及び曲げモーメントによる引張応力度及び圧縮応力度については，

表 3－14 及び表 3－15 に示す許容応力度を超えないことを確認する。 

 

Ｎφ
＊＝Ｎφ±|Ｎφθ| ································ （CVE-3511-1） 

Ｎθ
＊＝Ｎθ±|Ｎφθ| ································ （CVE-3511-2） 

ここで， 

Ｎφ
＊，Ｎθ

＊ ：φ，θ方向の等価膜力 

Ｎφ，Ｎθ ：φ，θ方向の膜力 

Ｎφθ ：面内せん断力 

（φ方向は子午線方向，θ方向は円周方向とする） 

 

上記のうち，「膜力」は「軸力」に読み替えることとする。また，「子午

線方向」は「縦方向」に，「円周方向」は「横方向」にそれぞれ読み替える

こととする。 

 

図 3－5 膜力と面内せん断力の関係図  

子
午
線
方
向

円周方向

Ｎφ

Ｎφθ

Ｎφθ

Ｎθ

Ｎθ

Ｎφθ

Ｎφθ

Ｎφ
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(b) 面内せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，CCV 規格の CVE-3512.1 に準拠して行う。 

面内せん断応力度が，CVE-3512.2-l 及び CVE-3512.2-2 より計算した終局面

内せん断応力度のいずれか小さい方の値の 0.75 倍の値を超えないことを確認

する。 

 

τ
ｕ
＝0.5 ｐ

ｔφ
∙ｆ

ｙ
－σ

０φ
+ ｐ

ｔθ
∙ｆ

ｙ
－σ

０θ
 （CVE-3512.2-1） 

τ
ｕ
＝1.10 Ｆｃ ································· （CVE-3512.2-2） 

ここで， 

τｕ ：終局面内せん断応力度(N/mm2) 

ｐｔφ ：子午線方向主筋の鉄筋比 

ｐｔθ ：円周方向主筋の鉄筋比 

σ０φ ：外力により生じる子午線方向の膜応力度(N/mm2)（引張の場 

合のみを考慮し，符号を正とする） 

σ０θ ：外力により生じる円周方向の膜応力度(N/mm2)（引張の場合 

のみを考慮し，符号を正とする） 

ｆｙ ：鉄筋の許容引張応力度及び許容圧縮応力度であり，表3－15 

に示す値(N/mm2) 

Ｆｃ ：コンクリートの設計基準強度(N/mm2) 

 

上記のうち，「子午線方向主筋」は「縦方向主筋」に，「円周方向主筋」

は「横方向主筋」にそれぞれ読み替えることとする。また，「子午線方向の

膜応力度」は「縦方向の軸応力度」に，「円周方向の膜応力度」は「横方向

の軸応力度」にそれぞれ読み替えることとする。 
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(c) 面外せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，CCV 規格の CVE-3513.1 に準拠して行う。 

面外せん断応力度が，CVE-3513.2-1 及び CVE-3513.2-2 より計算した終局面

外せん断応力度のいずれか小さい方の値の 0.75 倍の値を超えないことを確認

する。 

 

τ
Ｒ
＝Φ 0.1 ｐ

ｔ
・ｆ

ｙ
－σ

０
＋0.5・ｐ

ｗ
・ｆ

ｙ
＋0.235 Ｆ

ｃ
 （CVE-3513.2-1） 

τ
Ｒ
＝1.10 Ｆｃ  ·································· （CVE-3513.2-2） 

ここで， 

τＲ ：終局面外せん断応力度(N/mm2) 

ｐｔ ：主筋の鉄筋比 

σ０ ：外力による膜応力度(N/mm2)（引張の符号を正とする） 

ｐｗ ：面外せん断力に対する補強筋の鉄筋比であって，次の計算式に

より計算した値 

ｐｗ＝ａｗ／（ｂ・ｘ） ··················· （CVE-3513.2-3） 

ａｗ ：面外せん断力に対する補強筋の断面積(mm2) 

ｂ ：断面の幅(mm) 

ｘ ：面外せん断力に対する補強筋の間隔(mm) 

Φ ：低減係数であり，次の計算式により計算した値 

（1を超える場合は1，0.58未満の場合は0.58とする） 

Φ＝1／ Ｍ／（Ｑ・ｄ） ·················· （CVE-3513.2-4） 

Ｍ ：曲げモーメント(N･mm) 

Ｑ ：せん断力(N) 

ｄ ：断面の有効せい(mm) 

ｆｙ ：鉄筋の許容引張応力度及び許容圧縮応力度であり，表3－15に示

す値(N/mm2) 

Ｆｃ ：コンクリートの設計基準強度(N/mm2) 

 

上記のうち，「外力による膜応力度」は「外力による軸応力度」に読み替

えることとする。 
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b. 底面スラブ 

軸力及び曲げモーメントによる引張応力度及び圧縮応力度並びに面外せん断

力を算定し，CCV 規格に準拠して設定した各許容値を超えないことを確認する。 

 

(a) 軸力及び曲げモーメントに対する断面の評価方法 

各断面は，軸力及び曲げモーメントを受ける鉄筋コンクリート造長方形仮

想柱として算定する。 

軸力及び曲げモーメントによる引張応力度及び圧縮応力度については，表

3－14 及び表 3－15 に示す許容応力度を超えないことを確認する。 
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(b) 面外せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，CCV 規格の CVE-3522 に準拠して行う。 

面外せん断力が，CVE-3522-1 又は CVE-3522-2 より計算した許容面外せん断

力を超えないことを確認する。 

 

ＱＡ＝ｂ・ｊ・ｃｆｓ  ······························ （CVE-3522-1） 

ここで， 

ＱＡ ：許容面外せん断力(N) 

ｂ ：断面の幅(mm) 

ｊ ：断面の応力中心間距離で，断面の有効せいの7/8倍の値(mm) 

ｃｆｓ ：コンクリートの許容せん断応力度で，表3－14に示すＳｄ地震時

の値(N/mm2) 

 

ＱＡ＝ｂ・ｊ{α・ｃｆｓ＋0.5・ｗｆｔ（ｐｗ－0.002）｝ ·· （CVE-3522-2） 

ここで， 

ｐｗ ：面外せん断力に対する補強筋の鉄筋比であり，次の計算式によ

り計算した値（0.002以上とし，0.012を超える場合は0.012と

して計算する） 

ｐｗ＝ａｗ／（ｂ・ｘ）  ···················· （CVE-3522-3） 

ａｗ ：面外せん断力に対する補強筋の断面積(mm2) 

ｘ ：面外せん断力に対する補強筋の間隔(mm) 

ｗｆｔ ：面外せん断力に対する補強筋の許容引張応力度であり，表3－15

に示す値(N/mm2) 

α ：割増し係数であり，次の計算式により計算した値（2を超える場

合は2，1未満の場合は1とする。また，引張軸力が2N/mm2を超え

る場合は1とする。） 

α＝
4

Ｍ／（Ｑ・ｄ）＋1
  ···················· （CVE-3522-4） 

Ｍ ：曲げモーメント(N･mm) 

Ｑ ：せん断力(N) 

ｄ ：断面の有効せい(mm) 
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(2) Ｓｓ地震時，（異常＋Ｓｄ地震）時及び（異常＋Ｓｓ地震）時 

a. 壁 

軸力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートのひずみ，軸力による

圧縮応力度，面内せん断力並びに面外せん断力を算定し，CCV 規格に準拠して

設定した各許容値を超えないことを確認する。 

 

(a) 軸力及び曲げモーメントに対する断面の評価方法 

軸力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートのひずみは，縦方向

及び横方向各々について算定し，CCV 規格の CVE-3511.2 に基づき，表 3－16

に示す許容ひずみを超えないことを確認する。 

 

(b) 軸力に対する断面の評価方法 

軸力による圧縮応力度については，CVE-3511.3 に準拠してコンクリートの

設計基準強度の 2/3 倍を超えないことを確認する。 

 

(c) 面内せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，CCV 規格の CVE-3512.2 に準拠して行う。 

面内せん断応力度が，CVE-3512.2-1 及び CVE-3512.2-2 より計算した終局面

内せん断応力度のいずれか小さい方の値を超えないことを確認する。このと

き，鉄筋の許容引張応力度及び許容圧縮応力度ｆｙは，表 3－15に示すＳｄ地

震時の値とする。 

 

(d) 面外せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，CCV 規格の CVE-3513.2 に準拠して行う。 

面外せん断応力度が，CVE-3513.2-1 及び CVE-3513.2-2 より計算した終局面

外せん断応力度のいずれか小さい方の値を超えないことを確認する。このと

き，鉄筋の許容引張応力度及び許容圧縮応力度ｆｙは，表 3－15に示すＳｄ地

震時の値とする。 

 

  



 

 

50 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
2-
4
-
2-
1
 
R0
 

b. 底面スラブ 

軸力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートのひずみ並びに面外せ

ん断力を算定し，CCV 規格に準拠して設定した各許容値を超えないことを確認

する。 

 

(a) 軸力及び曲げモーメントに対する断面の評価方法 

軸力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートのひずみが，CCV 規

格の CVE-3521.2 に準拠して，表 3－16 に示す許容ひずみを超えないことを確

認する。 

 

(b) 面外せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，CCV 規格の CVE-3522 に準拠して行う。 

面外せん断力が，CVE-3522-1 又は CVE-3522-2 より計算した許容面外せん断

力を超えないことを確認する。 

 

3 次元 FEM モデルを用いた応力の算定において，FEM 要素に応力集中等が見られ

る場合については，RC-N 規準に基づき，応力の再配分等を考慮してある一定の領

域の応力を平均化したうえで断面の評価を行う。 
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4. 評価結果 

「3.5.2 断面の評価方法」に基づいた断面の評価結果を以下に示す。また，3 次元

FEM モデルの配筋領域図を図 4－1 に，配筋一覧を表 4－1 に示す。 

 

4.1 Ｓｄ地震時 

断面の評価結果を記載する要素を以下のとおり選定する。  

壁については，軸力，曲げモーメント及び面内せん断力による引張応力度及び圧縮

応力度，面内せん断応力度並びに面外せん断応力度に対する評価において，発生値に

対する許容値の割合が最小となる要素をそれぞれ選定する。 

底面スラブについては，軸力及び曲げモーメントによる引張応力度及び圧縮応力度

並びに面外せん断応力度に対する評価において，発生値に対する許容値の割合が最小

となる要素をそれぞれ選定する。 

選定した要素の位置を図 4－2 に，評価結果を表 4－2 に示す。 

Ｓｄ地震時において，壁について，軸力，曲げモーメント及び面内せん断力による

引張応力度及び圧縮応力度，面内せん断応力度並びに面外せん断応力度が，各許容値

を超えないことを確認した。また，底面スラブについて，軸力及び曲げモーメントに

よる引張応力度及び圧縮応力度並びに面外せん断応力度が，各許容値を超えないこと

を確認した。 

 

4.2 Ｓｓ地震時，（異常＋Ｓｄ地震）時及び（異常＋Ｓｓ地震）時 

断面の評価結果を記載する要素を以下のとおり選定する。  

壁については，軸力，曲げモーメント及び面内せん断力による鉄筋及びコンクリー

トのひずみ，軸力による圧縮応力度，面内せん断応力度並びに面外せん応力度に対す

る評価において，発生値に対する許容値の割合が最小となる要素をそれぞれ選定する。 

底面スラブについては，軸力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートのひ

ずみ並びに面外せん断応力度に対する評価において，発生値に対する許容値の割合が

最小となる要素をそれぞれ選定する。 

選定した要素の位置を図 4－3～図 4－5 に，評価結果を表 4－3～表 4－5 に示す。 

Ｓｓ地震時，（異常＋Ｓｄ地震）時及び（異常＋Ｓｓ地震）時において，壁につい

て，軸力，曲げモーメント及び面内せん断力による鉄筋及びコンクリートのひずみ，

軸力による圧縮応力度，面内せん断応力度並びに面外せん応力度が，各許容値を超え

ないことを確認した。また，底面スラブについて，軸力及び曲げモーメントによる鉄

筋及びコンクリートのひずみ並びに面外せん断応力度が，各許容値を超えないことを

確認した。 
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図 4－1 配筋領域図（単位：m） 
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表 4－1 使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットの配筋一覧 

(a) 北側及び南側壁 

区分 タテ方向 ヨコ方向 

Ａ 
2-D38@200 

5-D38@200 

Ｂ 
3-D38@200 

Ｃ 3-D38@200 

 

(b) 東側壁 

区分 タテ方向 ヨコ方向 

Ｄ 2-D38@200 2-D38@200 

 

(c) 西側壁 

区分 タテ方向 ヨコ方向 

Ｅ 2-D38@200 2-D38@200 

Ｆ 4-D38@200 

3-D38@200 
Ｇ 

2-D38@200 

＋D38@400 

 

(d) 底面スラブ 

区分 EW 方向 NS 方向 

Ｈ 4-D38@200 3-D38@200 

 

     注：配筋は片側を示す。 
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(a) 北側壁 

 

 

(b) 南側壁 

 

図 4－2 選定した要素の位置 Ｓｄ地震時（1/3） 
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(c) 東側壁 

 

 

(d) 西側壁 

 

図 4－2 選定した要素の位置 Ｓｄ地震時（2/3） 
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(e) 底面スラブ 

 

図 4－2 選定した要素の位置 Ｓｄ地震時（3/3） 
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表 4－2 評価結果 Ｓｄ地震時 

 

 

  

部位 方向 要素番号
組合せ
ケース

発生値 許容値

コンクリート圧縮応力度

(N/mm2)
鉛直 2145 1-19 8.92 24.2

鉄筋引張応力度

(N/mm2)
鉛直 2115 1-8 209 345

面内せん断力
面内せん断応力度

(N/mm2)
― 2073 1-16 2.09 4.42

面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm2)
鉛直 2145 1-19 0.642 0.980

コンクリート圧縮応力度

(N/mm2)
鉛直 32145 1-17 8.91 24.2

鉄筋引張応力度

(N/mm2)
鉛直 32115 1-8 210 345

面内せん断力
面内せん断応力度

(N/mm
2
)

― 32073 1-16 2.09 4.42

面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm2)
鉛直 32145 1-17 0.642 0.980

コンクリート圧縮応力度

(N/mm2)
鉛直 2379 1-6 8.10 21.4

鉄筋引張応力度

(N/mm2)
鉛直 2379 1-6 232 345

面内せん断力
面内せん断応力度

(N/mm2)
― 2382 1-21 1.03 2.94

面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm2)
鉛直 2383 1-6 0.520 1.17

コンクリート圧縮応力度

(N/mm2)
鉛直 32469 1-21 5.76 21.4

鉄筋引張応力度

(N/mm2)
水平 2493 1-21 298 345

面内せん断力
面内せん断応力度

(N/mm
2
)

― 2489 1-21 0.833 1.07

面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm2)
水平 32493 1-8 0.146 1.12

コンクリート圧縮応力度

(N/mm2)
EW 1549 1-14 8.11 24.2

鉄筋引張応力度

(N/mm2)
NS 1546 1-2 226 345

面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm
2
)

NS 1607 1-14 1.11 1.21

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力北側壁

評価項目

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力南側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力東側壁

西側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

軸力
＋

曲げモーメント底面
スラブ
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(a) 北側壁 

 

 

(b) 南側壁 

 

図 4－3 選定した要素の位置 Ｓｓ地震時（1/3） 
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(c) 東側壁 

 

 

(d) 西側壁 

 

図 4－3 選定した要素の位置 Ｓｓ地震時（2/3） 
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(e) 底面スラブ 

 

図 4－3 選定した要素の位置 Ｓｓ地震時（3/3） 
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(a) 北側壁 

 

 

(b) 南側壁 

 

図 4－4 選定した要素の位置 （異常＋Ｓｄ地震）時（1/3） 
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(c) 東側壁 

 

 

(d) 西側壁 

 

図 4－4 選定した要素の位置 （異常＋Ｓｄ地震）時（2/3） 
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(e) 底面スラブ 

 

図 4－4 選定した要素の位置 （異常＋Ｓｄ地震）時（3/3） 
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(a) 北側壁 

 

 

(b) 南側壁 

 

図 4－5 選定した要素の位置 （異常＋Ｓｓ地震）時（1/3） 
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(c) 東側壁 

 

 

(d) 西側壁 

 

図 4－5 選定した要素の位置 （異常＋Ｓｓ地震）時（2/3） 
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(e) 底面スラブ 

 

図 4－5 選定した要素の位置 （異常＋Ｓｓ地震）時（3/3） 
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表 4－3 評価結果 Ｓｓ地震時 

 

注記＊：応力の再分配等を考慮して，応力平均化を行った結果を示す。 

部位 方向 要素番号
組合せ
ケース

発生値 許容値

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)
鉛直 2145 2-5 0.277 3.00

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)
水平 2320 2-8 0.382 5.00

軸力
圧縮応力度

(N/mm2)
鉛直 2146 2-16 6.42 21.4

面内せん断力
面内せん断応力度

(N/mm2)
― 2092 2-16 3.16 5.89

面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm2)
鉛直 2145 2-5 0.700 1.98

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)
鉛直 32145 2-7 0.275 3.00

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)
水平 32320 2-8 0.380 5.00

軸力
圧縮応力度

(N/mm2)
鉛直 32146 2-16 6.39 21.4

面内せん断力
面内せん断応力度

(N/mm2)
― 32092 2-16 3.15 5.89

面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm2)
鉛直 32145 2-7 0.698 1.99

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)
鉛直 2379 2-6 0.337 3.00

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)
鉛直 2379 2-6 0.622 5.00

軸力
圧縮応力度

(N/mm2)
水平 2411 2-16 0.940 21.4

面内せん断力
面内せん断応力度

(N/mm2)
― 2390 2-5 1.04 3.80

面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm2)
鉛直 2383 2-6 0.682 1.73

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)
鉛直 32469 2-5 0.169 3.00

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)
鉛直 2469 2-5 0.423 5.00

軸力
圧縮応力度

(N/mm
2
)

鉛直 32469 2-5 4.98 21.4

面内せん断力
面内せん断応力度

(N/mm2)
― 2489 2-1 0.647 1.43

面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm2)
水平 32493 2-8 0.237 1.49

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)
EW 1601 2-8 0.285 3.00

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)
EW 31548 2-6 0.358 5.00

面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm
2
)

NS 1607 2-14    0.979* 1.21

西側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

底面
スラブ

軸力
＋

曲げモーメント

評価項目

北側壁

南側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

東側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力
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表 4－4 評価結果 （異常＋Ｓｄ地震）時 

 

  

部位 方向 要素番号
組合せ
ケース

発生値 許容値

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)
鉛直 2145 3-21 0.208 3.00

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)
鉛直 2145 3-19 0.180 5.00

軸力
圧縮応力度

(N/mm2)
鉛直 2145 3-21 2.74 21.4

面内せん断力
面内せん断応力度

(N/mm2)
― 2092 3-21 1.97 5.89

面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm2)
鉛直 2145 3-17 0.628 1.61

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)
鉛直 32145 3-23 0.206 3.00

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)
鉛直 32145 3-17 0.181 5.00

軸力
圧縮応力度

(N/mm2)
鉛直 32145 3-23 2.73 21.4

面内せん断力
面内せん断応力度

(N/mm2)
― 32092 3-23 1.95 5.89

面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm2)
鉛直 32145 3-19 0.627 1.61

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)
鉛直 2379 3-6 0.138 3.00

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)
鉛直 2379 3-6 0.148 5.00

軸力
圧縮応力度

(N/mm2)
水平 2411 3-16 0.254 21.4

面内せん断力
面内せん断応力度

(N/mm2)
― 32414 3-19 0.728 3.21

面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm2)
鉛直 2383 3-22 0.410 1.70

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)
鉛直 32469 3-17 0.229 3.00

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)
鉛直 2469 3-17 0.493 5.00

軸力
圧縮応力度

(N/mm2)
鉛直 32469 3-17 6.18 21.4

面内せん断力
面内せん断応力度

(N/mm2)
― 32489 3-17 0.876 1.79

面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm2)
鉛直 32469 3-20 0.361 2.02

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)
EW 1601 3-8 0.152 3.00

鉄筋圧縮ひずみ

(×10-3)
EW 1601 3-8 0.116 5.00

面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm2)
NS 1606 3-14 0.942 1.21

評価項目

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

南側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

東側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

西側壁

軸力
＋

曲げモーメント
底面

スラブ

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

北側壁
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表 4－5 評価結果 （異常＋Ｓｓ地震）時 

 

注記＊：応力の再分配等を考慮して，応力平均化を行った結果を示す。 

  

部位 方向 要素番号
組合せ
ケース

発生値 許容値

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)
鉛直 2145 4-5 0.237 3.00

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)
水平 2320 4-4 0.350 5.00

軸力
圧縮応力度

(N/mm2)
鉛直 2146 4-16 4.92 21.4

面内せん断力
面内せん断応力度

(N/mm2)
― 2092 4-16 2.83 5.89

面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm2)
鉛直 2145 4-5 0.752 1.93

コンクリート圧縮ひずみ

(×10
-3
)

鉛直 32145 4-7 0.236 3.00

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)
水平 32320 4-4 0.352 5.00

軸力
圧縮応力度

(N/mm2)
鉛直 32146 4-16 4.90 21.4

面内せん断力
面内せん断応力度

(N/mm2)
― 32092 4-16 2.82 5.89

面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm
2
)

鉛直 32145 4-3 0.677 1.73

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)
鉛直 2379 4-6 0.325 3.00

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)
鉛直 2379 4-6 0.601 5.00

軸力
圧縮応力度

(N/mm2)
鉛直 32382 4-6 0.668 21.4

面内せん断力
面内せん断応力度

(N/mm2)
― 2390 4-5 1.00 3.81

面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm2)
鉛直 2383 4-6 0.666 1.72

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)
鉛直 32469 4-1 0.188 3.00

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)
鉛直 2469 4-1 0.398 5.00

軸力
圧縮応力度

(N/mm
2
)

鉛直 32469 4-5 5.27 21.4

面内せん断力
面内せん断応力度

(N/mm2)
― 32489 4-5 0.652 1.47

面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm2)
鉛直 32469 4-8 0.424 2.18

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)
EW 1601 4-8 0.279 3.00

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)
EW 31548 4-6 0.339 5.00

面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm2)
NS 1607 4-14    0.974* 1.21

東側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

評価項目

北側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

南側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

西側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

底面
スラブ

軸力
＋

曲げモーメント
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別紙 鉄筋コンクリート構造物の重大事故等時の高温による影響 

（使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピット） 
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1. 概要 

原子炉建屋の燃料貯蔵設備である使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットは，主要

構造体を鉄筋コンクリート造の壁と床で構成する。使用済燃料貯蔵プール及びキャスク

ピットの冷却機能や注水機能を喪失する重大事故等時において，使用済燃料貯蔵プール

及びキャスクピットの水温は高温状態が一定期間継続すると推定される。 

よって，使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットについて，既往の文献・規格等に

基づき，高温時の健全性を確認する。 

 

2. コンクリート及び鉄筋の温度の影響に関する調査 

2.1 鉄筋コンクリートの高温時の特性 

鉄筋コンクリートは，コンクリートと鉄筋で構成され，日本建築学会「構造材料の

耐火性ガイドブック（（社）日本建築学会，2009）」によると，一般に，コンクリー

ト・鉄筋は，温度の上昇と共に強度・剛性は劣化し，ひずみが大きくなる傾向にある

とされている。 

コンクリートについては，セメント水和物及びその吸着水，水和物で構成される細

孔内に存在する毛管水，毛管より大きな空隙に存在する自由水から成る多孔体である。

一般的にコンクリートの温度が 70℃程度では，コンクリートの基本特性に大きな影響

を及ぼすような自由水の逸散は生じず，100℃以下では圧縮強度の低下は小さいとされ

る。また，コンクリートの温度が大気圧において 100℃を超すと自由水が脱水し始め，

その温度作用時間が長期間になると結晶水も脱水し始める。コンクリート温度が

190℃付近では結晶水が解放され始め，更に高温になると脱水現象が著しくなるため，

コンクリートの特性に影響が出始めるとされる。 

鉄筋については，「構造材料の耐火性ガイドブック（（社）日本建築学会，2009）」

によると，強度及び剛性は，概ね 200℃から 300℃までは常温時の特性を保持するとさ

れている。 
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2.2 既往の文献による高温時のコンクリートの特性 

使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットは，ステンレス鋼によりライニングされ

ており，また，重大事故等時には，代替注水設備によりプールへの注水が行われるた

め，高温によるコンクリートからの水分逸散のないシール状態にある。それを踏まえ，

シール状態で高温加熱を受けたコンクリートの文献収集を行った。高温を受けたコン

クリートの圧縮強度に関する文献を表 2－1 に示す。 

文献 No.1 及び No.2 では，加熱温度 175℃のコンクリートへの影響について検討され

ている。文献 No.1 では，シール状態において強度は熱水反応により一様な変化は示さ

ないとされており，加熱期間 91 日までは，概ね加熱前と強度は同等と考えられる。ア

ンシール状態では加熱期間 28 日までの低下率は 10％以内に収まるとされている。文

献No.2では，シール状態においては，加熱期間91日まで強度の低下は認められない。 

また，文献 No.3～No.7 は，加熱温度 110℃のコンクリートへの影響について検討さ

れている。No.4は加熱期間 50日について検討されており，強度低下は認められない。

また，No.3 は加熱期間 3.5 年間，No.5～No.7 は加熱期間 2 年間について検討され，い

ずれも強度の低下傾向は認められないとされている。 

それぞれの加熱温度における剛性に着目すると，加熱温度 175℃において，アンシ

ールの条件下では，加熱期間 1 日でも急激に低下する場合があるとされており，水分

の逸散と高い相関があると考えられる。一方，シール状態では大きな低下はなく，加

熱温度 110℃では加熱後ごく初期に剛性の変化は収束するとされている。 

以上より，175℃程度までの高温環境ではコンクリート強度への影響は小さい。また，

コンクリートの剛性については，高温環境による水分逸散の影響が大きく，シール状

態においても剛性の低下の傾向は認められるが，加熱後ごく初期に収束するため影響

はない。 
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表 2－1 高温を受けたコンクリートの圧縮強度に関する文献一覧 

No. 
文献名 

（出典） 
著者 

試験条件 

温度 加熱期間 水分 

1 
高温（175 ℃）を受けたコンクリートの強度性状 

（セメント・コンクリートNo.449，July 1984） 
川口 徹，高橋久雄 175℃ 1～91日 

シール 

アンシール 

2 
高温履歴を受けるコンクリートの物性に関する実験的研究 

（日本建築学会構造系論文集 第457号，1994年3月） 
長尾覚博，中根 淳 

40 ～ 175 ， 300 ，

600℃ 

1～91日（～175℃） 

7日（300，600℃） 

シール 

アンシール 

3 
熱影響場におけるコンクリートの劣化に関する研究 

（第48回セメント技術大会講演集，1994） 

長尾覚博，鈴木智巳， 

田渕正昭 

①65 ， 90， 110℃ の

一定加熱 

②20 ～ 110℃ の サ イ

クル加熱 

1日～3.5年間 
シール 

アンシール 

4 

長期高温加熱がコンクリートの力学特性に及ぼす影響の検

討 

（日本建築学会大会学術講演梗概集（北陸） ，2010 年 9 月） 

木場将雄，山本知弘， 

久野通也，島本 龍， 

一瀬賢一，佐藤 立 

①20℃の一定加熱 

②110℃ の サ イ ク ル

加熱 

①50日 

②1～50サイクル 

（ 1 サイクル： 1 日，

110℃の期間：9時間） 

シール 

アンシール 

5 

長期間加熱を受けたコンクリートの物性変化に関する実験

的研究 

（その1 実験計画と結果概要） 

（日本建築学会大会学術講演梗概集（中国） ，1999 年 9 月） 

薗田 敏，長尾覚博， 

北野剛人，守屋正裕， 

池内俊之，大池 武 

①20 ， 110 ， 180 ，

325℃の一定加熱 

②～110℃，～180℃

～ 325℃ の サ イ ク

ル加熱 

①1日～24か月 

②1～180サイクル 

（1サイクル：72時間， 

高 温 保 持 時 間 ： 24時

間） 

シール 

アンシール 
6 

長期間加熱を受けたコンクリートの物性変化に関する実験

的研究 

（その 2 普通コンクリートの力学特性試験結果） 

（日本建築学会大会学術講演梗概集（中国） ，1999 年 9 月） 

池内俊之，長尾覚博， 

北野剛人，守屋正裕， 

薗田 敏，大池 武 

7 

長期間加熱を受けたコンクリートの物性変化に関する実験

的研究 

（その3 耐熱コンクリートの力学特性試験結果） 

（日本建築学会大会学術講演梗概集（中国） ，1999 年 9 月） 

大池 武，池内俊之， 

北野剛人，長尾覚博， 

薗田 敏，守屋正裕 
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3. 施設を構成する部材の構造特性 

部材内の温度差及び拘束により発生する熱応力は，使用済燃料貯蔵プール及びキャス

クピットの壁が周囲の壁，床に比べて厚く，更に取り付く床が少ないため，拘束応力の

レベルが低いことに加え，「発電用原子力設備規格 コンクリート製原子炉格納容器規

格（（社）日本機械学会，2003）」では，自己拘束的な応力であることから，十分な塑

性変形能力がある場合，終局耐力に影響しないこととされている。 

以上を踏まえ，施設を構成する部材の構造特性については，高温時においても設計基

準状態との相違は小さい。 

 

4. まとめ 

鉄筋コンクリート構造物の高温時の健全性について，既往の文献・規格等に基づき評

価を行い，使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットの重大事故等時における高温状態

に対しても，鉄筋コンクリート構造物の強度及び剛性への影響は小さいことを確認した。 


































































































































































































